
 

○創価大学大学院学則 案 

昭和50年４月１日制定 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 創価大学大学院（以下「大学院」という。）は、創立者池田大作先生の建学の精神に基づ

き、学校教育法により、高度にして専門的な学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわ

めて、ひろく文化の進展に寄与することを目的とする。 

（自己点検・評価） 

第２条 大学院は、前条の目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動等の状況について自

ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 前項の自己点検及び評価の項目、実施体制等については別に定める。 

（第三者評価） 

第３条 大学院は、前条第１項の点検及び評価の結果について、創価大学（以下「本学」という。）

の教職員以外の者による検証を行うものとする。 

（情報の積極的な提供） 

第４条 大学院は、大学院における教育研究活動等の状況について、広く周知を図ることができる

方法によって、積極的に情報を提供するものとする。 

（研究科・専攻） 

第５条 大学院に、次の研究科及び専攻を置く。 

経済学研究科  経済学専攻 

法学研究科   法律学専攻 

文学研究科   英文学専攻 

社会学専攻 

教育学専攻 

人文学専攻 

国際言語教育専攻 

理工学研究科  情報システム工学専攻 

生命理学専攻 

環境共生工学専攻 

国際平和学研究科 国際平和学専攻 
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法務研究科   法務専攻 

教職研究科   教職専攻 

２ 前項の法務研究科及び教職研究科は、学校教育法（昭和22年法律第26号）第99条第２項に定め

る専門職大学院とする。 

(１) 法務研究科は、専門職大学院設置基準（平成15年３月31日文部科学省令第16号）第18条第

１項に基づく法科大学院とする。 

(２) 教職研究科は、専門職大学院設置基準（平成15年３月31日文部科学省令第16号）第26条第

１項に基づく教職大学院とする。 

３ 各研究科の目的は、次のとおりとする。 

(１) 経済学研究科は、経済学・経営学に関する優れた研究者、高度専門職業人等の養成を目的

とする。 

(２) 法学研究科は、法律学・政治学に関する優れた研究者、高度専門職業人等の養成を目的と

する。 

(３) 文学研究科は、英文学、社会学、教育学及び人文学に関する優れた研究者、高度専門職業

人等の養成を目的とする。 

(４) 理工学研究科は、情報システム工学、生命理学及び環境共生工学に関する創造性豊かな優

れた研究者、高度専門職業人等の養成を目的とする。 

(５) 国際平和学研究科は、国際関係論・平和学の各分野で実現可能な具体的政策や施策を構想

できる高度専門職業人の養成を目的とする。 

(６) 法務研究科は、法の支配の担い手にふさわしい深い学識と卓越した能力を備えた、人間性

豊かな法曹を養成することを目的とする。 

(７) 教職研究科は、学校等において指導的役割を果たしうる高度な専門性と豊かな人間性、社

会性を備えた実践力のある教員の養成を目的とする。 

（課程） 

第６条 各研究科に次の博士課程、修士課程、又は専門職学位課程を置く。 

経済学研究科  経済学専攻  博士課程 

法学研究科   法律学専攻  博士課程 

文学研究科   英文学専攻  博士課程 

社会学専攻  博士課程 

教育学専攻  博士課程 
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人文学専攻  博士課程 

国際言語教育専攻  修士課程 

理工学研究科  情報システム工学専攻  博士課程 

生命理学専攻  博士課程 

環境共生工学専攻  博士課程 

国際平和学研究科 国際平和学専攻  修士課程 

法務研究科   法務専攻  専門職学位課程 

教職研究科   教職専攻  専門職学位課程 

２ 博士課程は前期２年の課程（以下「博士前期課程」という。）及び後期３年の課程（以下「博

士後期課程」という。）に区分し、博士前期課程を修士課程として取り扱うものとする。 

３ 博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に

専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目

的とする。 

４ 博士前期課程及び修士課程は、大学の学部において履修した一般教養及び専門的知識を基礎と

し、さらに広い視野に立って専門分野を研究し、精密な学識と研究及び専門性を要する職業等に

必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

５ 専門職学位課程は、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を

培うことを目的とする。 

（収容定員） 

第７条 各研究科各専攻の収容定員は、次のとおりとする。 

博士課程 

  

研究科 専攻 
博士前期課程 博士後期課程 合計 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 収容定員 

経済学研究科 経済学専攻 15 30 ５ 15 45

法学研究科 法律学専攻 15 30 ３ ９ 39

文学研究科 英文学専攻 10 20 ５ 15 35

社会学専攻 10 20 ５ 15 35

教育学専攻 15 30 ２ ６ 36
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人文学専攻 ８ 16 ４ 12 28

理工学研究科 情報システム工学専

攻 

30 60 ４ 12 72

生命理学専攻 15 30 ５ 15 45

環境共生工学専攻 25 50 ５ 15 65

修士課程 

  

研究科 専攻 
修士課程 

入学定員 収容定員 

文学研究科 国際言語教育専攻 15 30

国際平和学研究科 国際平和学専攻 16 32

専門職学位課程 

  

研究科 専攻 
専門職学位課程 

入学定員 収容定員 

法務研究科 法務専攻 28 84

教職研究科 教職専攻 25 50

（修業年限） 

第８条 博士前期課程及び修士課程の標準修業年限は２年（通算４学期）とし、博士後期課程の標

準修業年限は３年（通算６学期）とする。ただし、休学期間はこれを算入しない。 

２ 博士前期課程及び修士課程は４年（通算８学期）を、博士後期課程は６年（通算12学期）を超

えて在学することはできない。 

３ 法務研究科専門職学位課程の標準修業年限は３年（通算６学期）とする。ただし、休学期間は

これを算入しない。 

４ 前項の規定にかかわらず法学既修者入学試験又は法学既修者認定試験により、法務研究科にお

いて必要とされる法律学の基礎的な学識を有すると認められた者（以下「法学既修者」という。）

については、１年を超えない範囲で在学期間を短縮することができる。 

５ 法務研究科専門職学位課程は、６年（通算12学期）を超えて在学することはできない。ただし、

前項により在学期間を短縮した法学既修者は、４年（通算８学期）を超えて在学することはでき
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ない。 

６ 教職研究科専門職学位課程の標準修業年限は２年とする。ただし、休学期間はこれを算入しな

い。 

７ 前項の規定にかかわらず主として小学校等の教員として実務の経験を有する者については履修

区分を設け、標準修業年限を１年とすることができる。 

８ 教職研究科専門職学位課程は、４年（通算８学期）を超えて在学することはできない。ただし、

小学校教諭１種免許状未取得者については履修区分を設け、標準修業年限を３年とすることがで

きる。ただし６年（通算12学期）を超えて在学することはできない。 

第２章 学年・学期、授業期間及び休業日 

（学年及び学期） 

第９条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 

２ 学年を次の２学期に分ける。 

春学期（春セメスター） ４月１日から９月15日まで 

秋学期（秋セメスター） ９月16日から翌年３月31日まで 

（授業期間） 

第10条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等を含め、35週の期間にわたることを原則とする。 

２ 各授業科目の授業は、15週にわたる期間を単位として行うことを原則とする。ただし、教育上

特別の必要があると認められる場合は、これらの期間より短い特定の期間において授業を行うこ

とができる。 

（休業日） 

第11条 定期休業日は、次のとおりとする。 

(１) 日曜日 

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

(３) 本学創立記念日 ４月２日 

(４) 夏季休業 ８月１日から９月15日まで 

(５) 冬季休業 12月25日から翌年１月７日まで 

(６) 春季休業 翌年２月15日から３月31日まで 

２ 前項各号の休業日を変更若しくは休業日に授業を行い、又は臨時に休業日を設けることがある。 

第３章 教育課程及び履修方法 

（教育課程の編成方針） 
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第12条 博士課程及び修士課程は、各研究科の教育上の目的を達成するために専攻分野に応じ、必

要な授業科目を開設するとともに学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）

の計画を策定し、体系的に教育課程を編成する。 

２ 専門職学位課程は、その教育上の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授業科目を開設

するとともに体系的に教育課程を編成する。 

３ 大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力を修得させるとともに、当該専攻分野

に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう教育課程の編成を行う。 

（授業方法及び単位） 

第13条 大学院の教育は、講義、演習、研究指導及び実習によって行うものとする。ただし、専門

職大学院にあっては、研究指導を除くものとする。 

２ １単位の授業科目は、授業及び授業時間外の学修を合わせて45時間を必要とする内容をもって

構成することを標準とし、各授業科目の単位数は授業の方法に応じ、次の基準により定める。 

(１) 講義、演習及び研究指導は15時間の授業をもって１単位とする。 

(２) 実習については、30時間の授業をもって１単位とする。 

(３) 講義及び演習と実習を組み合わせて行う場合は、原則として講義及び演習１時間の授業に

対し、実習は２時間の授業をもって相当とみなし、15時間から30時間までの授業をもって１単

位とする。 

３ 第１項の場合において、専門職大学院は、理論と実務を架橋する教育を行うことを目的とし、

事例研究、討論又は現地調査等の方法を用いるものとする。 

（教育内容の改善のための組織的な研修等） 

第14条 大学院は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施する。 

（研究指導） 

第15条 博士課程及び修士課程の学生は、各研究科の定めるところにより、研究指導を受けなけれ

ばならない。 

２ 前項の学生は、各研究科の定める時期に指導教授等の選定をし、その指導のもとに履修計画を

立てなければならない。 

３ 学位論文は、各研究科の定めるところにより、指導教授等の指導のもとに作成するものとする。 

４ 研究科委員会が教育上有益であると認めた場合、他の大学院又は研究所等において、学生に研

究指導を受けさせることができる。ただし、博士前期課程及び修士課程の学生の場合には、当該

研究指導を受ける期間は、一年を超えないものとする。 
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（授業科目及び履修届） 

第16条 各研究科各専攻の授業科目及び配当単位数並びに履修方法は、別表(１)から別表(12)のと

おりとする。 

２ 毎学期の授業開始前に、各授業科目の担当者・授業時間数及びその他必要な事項を明示する。 

３ 学生は、毎学期の初めに、所定の期日までに履修届を提出しなければならない。なお、期日を

過ぎて届け出ない場合は退学を命ずることがある。 

（履修科目の登録の上限） 

第17条 法務研究科の学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、１年間に履修科目

として登録することができる単位数は、１年次において44単位、２年次において36単位、３年次

においては44単位とする。 

（修得単位数） 

第18条 学生は、各研究科の定めるところにより、所定の授業科目のなかから、次の各号の一に該

当する単位を修得しなければならない。 

(１) 経済学研究科・法学研究科の博士前期課程の場合は32単位以上、文学研究科の博士前期課

程の場合は30単位以上または32単位以上、修士課程の場合は32単位以上、理工学研究科情報シ

ステム工学専攻、生命理学専攻、及び環境共生工学専攻の博士前期課程の場合は30単位以上、

国際平和学研究科の場合は32単位以上 

(２) 経済学研究科博士後期課程の場合は研究指導を含め12単位、法学研究科博士後期課程

の場合は研究指導を含め16単位、文学研究科博士後期課程の場合は研究指導を含め14単位 

(３) 理工学研究科博士後期課程の場合は研究指導を含め情報システム工学専攻は24単位、生命

理学専攻は32単位、環境共生工学専攻は28単位 

(４) 法務研究科の場合は103単位以上、ただし、法学既修者の場合は１年次に設置する法律基

本科目群に属する33単位分の科目を一括して修得したものとみなして70単位以上 

(５) 教職研究科の場合は45単位以上（高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係る

実践的な能力を培うことを目的として小学校その他の関係機関で行う実習（以下、「学校にお

ける実習」という。）に係る10単位を含む）、ただし、一定の実務経験を有すると認めた者は

「学校における実習」のうち10単位をすでに修得しているとみなす者については35単位以上、

７単位をすでに修得しているとみなす者については38単位以上 

２ 研究科委員会において教育研究上有益と認めた場合、本学大学院の他の研究科又は他の専攻の

授業科目の履修を認めることができる。 
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３ 研究科委員会において教育研究上有益と認めた場合、他大学の大学院（制度上これに相当する

ものを含む。以下同じ。）と協議の上、学生が、当該他大学院等の授業科目を履修することを認

めることができる。 

４ 第１項の教職研究科が認める一定の実務の経験に係る事項は別に定める。 

（教職関係科目） 

第19条 一種免許状の所要資格を有する者で、当該免許教科に係る専修免許状授与の所要資格を取

得しようとするものは教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則に定める所要の単位を修得し

なければならない。 

２ 本学の大学院の研究科において、当該所要資格を取得できる専修免許状の教科及び種類は、次

の表に掲げるとおりとする。 

  

研究科専攻免許状の種類と教科 

研究科 専攻 免許状の種類と教科 

経済学研究科 経済学専攻 高等学校教諭専修免許状  地理歴史・公民・商業 

中学校教諭専修免許状   社会 

法学研究科 法律学専攻 高等学校教諭専修免許状  公民 

中学校教諭専修免許状   社会 

文学研究科 英文学専攻 高等学校教諭専修免許状  英語 

中学校教諭専修免許状   英語 

社会学専攻 高等学校教諭専修免許状  公民 

中学校教諭専修免許状   社会 

教育学専攻 高等学校教諭専修免許状  公民 

中学校教諭専修免許状   社会 

小学校教諭専修免許状 

人文学専攻 高等学校教諭専修免許状  地理歴史・公民 

中学校教諭専修免許状   社会 

国際言語教育

専攻 

高等学校教諭専修免許状  国語 

中学校教諭専修免許状   国語 

高等学校教諭専修免許状  英語 
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中学校教諭専修免許状   英語 

理工学研究科 情報システム

工学専攻 

高等学校教諭専修免許状  数学・情報 

中学校教諭専修免許状   数学 

生命理学専攻 高等学校教諭専修免許状  理科 

中学校教諭専修免許状   理科 

環境共生工学

専攻 

高等学校教諭専修免許状  理科 

中学校教諭専修免許状   理科 

教職研究科 教職専攻 小学校教諭専修免許状 

３ 教職関係科目の履修に必要な事項は、別に定める。 

第４章 試験・課程修了の認定及び学位 

（単位の認定） 

第20条 所定の授業科目を履修した者に対しては、原則として試験の上単位を与えるものとする。 

（博士課程及び修士課程の単位の認定） 

第21条 経済学研究科、法学研究科、文学研究科、理工学研究科及び国際平和学研究科の学生が、

本学の他の研究科若しくは他の専攻、又は他大学院（制度上これに相当するものを含む。）にお

いて履修した授業科目について修得した単位は、入学前に修得した単位を含めて、研究科委員会

において教育研究上有益と認めた場合、その修得した単位のうち10単位を超えない範囲で、当該

研究科における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の単位認定について、研究科委員会として予め指定した当該専攻以外の授業科目について

は、当該研究科選択科目の修了単位数に加えるものとする。 

（専門職学位課程の単位の認定） 

第22条 法務研究科の学生が、本学の他の研究科又は他の大学院（制度上これに相当するものを含

む。）において履修した授業科目について修得した単位は、入学前に修得した単位を含めて、研

究科委員会において教育上有益と認めた場合、その修得した単位のうち30単位を超えない範囲で、

法務研究科における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 法務研究科委員会において教育上有益と認めた場合、前項に定める範囲内において、他の研究

科の授業科目を展開・先端科目群の選択科目の一つとして認めることがある。 

３ 教職研究科の学生が、本学の他の研究科又は他の大学院（制度上これに相当するものを含む。）

において履修した授業科目について修得した単位は、入学前に修得した単位を含めて、本研究科
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委員会において教育上有益と認めた場合、その修得した単位のうち22単位を超えない範囲で、本

研究科における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。ただし、修業年限を

１年とする者については、17単位を超えないものとする。 

（試験の方法） 

第23条 試験の方法は、筆記試験、口述試験又は論文試験とし、そのいずれによるかは当該科目の

担当教員が定める。ただし、当該研究科委員会において別の定めをしたときはこの限りでない。 

（授業計画の明示） 

第24条 博士課程及び修士課程は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間

の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示する。 

２ 専門職学位課程は、学生に対して、授業の方法及び内容、１年間の授業の計画をあらかじめ明

示する。 

（博士課程及び修士課程の成績評価基準） 

第25条 経済学研究科、法学研究科、文学研究科、理工学研究科及び国際平和学研究科の成績の評

価は、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤの４級に分かち、Ａ、Ｂ及びＣを合格とし、Ｄを不合格とする。 

２ 不合格の授業科目については、研究科委員会の議を経て、特別試験を行うことがある。 

３ 学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定の基準は、別に定める。 

（専門職学位課程の成績評価基準） 

第26条 法務研究科の成績評価は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥの６段階に分かち、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ

及びＤを合格とし、Ｅを不合格とする。 

２ 教職研究科の成績評価は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤの５級に分かち、Ｓ、Ａ、Ｂ及びＣを合格と

し、Ｄを不合格とする。 

３ 前２項について、上記方法をとることが不相当であると当該研究科委員会が認めた科目につい

ては、ＰとＦに分かちＰを合格とし、Ｆを不合格とする。 

４ 前３項の評価は、試験の成績のみならず日常の学生の授業の取り組みと成果を考慮して、これ

を行う。 

５ 成績評価については、第１項から前項に定めるほか、必要な事項を別に定める。 

６ 学生は、成績評価に対し不服があるときは、所定の手続により異議を申し立てることができる。 

（進級） 

第27条 法務研究科において、次の各号に該当する者は、上級年次への進級ができず、留年とする。 

(１) １年次配当の法律基本科目の成績について一定の要件を満たさない者は、１年次から２年
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次への進級ができない。 

(２) ２年次配当の法律基本科目の成績について一定の要件を満たさない者は、２年次から３年

次への進級ができない。 

２ 前項の要件については別に定める。 

３ 留年は、それぞれ１回限りとする。 

４ 学生は、進級に対し不服があるときは、所定の手続により異議を申し立てることができる。 

（最終試験） 

第28条 博士課程及び修士課程は、所定の単位を修得し、かつ学位論文を提出した者につき、学位

論文を中心として筆記又は口述により最終試験を行う。 

（学位論文の提出資格） 

第29条 博士課程及び修士課程の学生は、各研究科の定めるところにより、次の各号の一に該当す

る場合には、学位論文を提出することができる。 

(１) 経済学研究科・法学研究科・文学研究科・国際平和学研究科の修士の学位論文は、博士前

期課程又は修士課程に１年（通算２学期）以上在学して20単位以上を修得した者 

(２) 理工学研究科の修士の学位論文は、博士前期課程に１年（通算２学期）以上在学し、14単

位以上を修得した者 

(３)  経済学研究科の博士の学位論文は、博士後期課程に２年（通算４学期）以上在学し、かつ

８単位以上を修得した者 

(４) 法学研究科の博士の学位論文は博士後期課程に２年以上在学し、かつ12単位以上を修得し

た者 

(５) 文学研究科の博士の学位論文は博士後期課程に2年以上在学し、かつ10単位以上を修得した

者 

(６) 理工学研究科の博士の学位論文は、博士後期課程に２年（通算４学期）以上在学し、かつ

16単位以上を修得した者 

２ 博士の学位論文は、大学院の博士課程を経ない者であっても、提出して、その審査を受けるこ

とができる。 

３ 学位論文は３通作成し、所定の期日までに、各研究科委員会に提出しなければならない。 

（学位論文の審査及び最終試験） 

第30条 学位論文の審査及び最終試験は、当該研究科の教員のうちから主査委員、当該研究科委員

会の選任する関係科目の担当委員２名を加えた審査委員が行う。 
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２ 前項の規定にかかわらず、研究科委員会は、審査に必要と認めるときは、次の各号のいずれか

に該当する者を委員とすることができる。ただし、資格としては、博士の学位を有すること、当

該分野の専門家であること、の両条件を満たすこととする。 

(１) 学内の研究科、学部所属の教員、又は研究所等所属の研究員 

(２) 学外者 

３ 学位論文の成績は、合格又は不合格とする。 

（博士課程及び修士課程の学位の授与） 

第31条 修士の学位は、博士前期課程又は修士課程に２年（通算４学期）以上在学して、所定の単

位を修得し、かつ必要な研究指導を受けたうえ、当該課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課

題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格した者に授与する。ただし、在学期間に関し

ては、優れた業績を上げた者については、１年（通算２学期）以上在学すれば足りるものとする。 

２ 博士の学位は、大学院博士課程に５年（通算10学期）（博士前期課程又は修士課程に２年以上

在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程における２年（通算４学期）の在学期間を

含む。）以上在学して、所定の単位を修得し、かつ所定の研究指導を受けたうえ、博士論文の審

査及び最終試験に合格した者に授与する。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げ

た者については、大学院に３年（通算６学期）（博士前期課程又は修士課程に２年以上在学し、

当該課程を修了した者にあっては、当該課程における２年（通算４学期）の在学期間を含む。）

以上在学すれば足りるものとする。 

３ 第１項のただし書の規定による在学期間をもって修士の学位を取得した者の博士の学位は、博

士前期課程又は修士課程における在学期間に３年（通算６学期）を加えた期間以上在学して、所

定の単位を修得し、かつ所定の研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格した

者に授与する。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に

３年（通算６学期）（博士前期課程又は修士課程における在学期間を含む。）以上在学すれば足

りるものとする。 

４ 第２項及び前項の規定にかかわらず博士後期課程への入学資格に関し修士の学位若しくは専門

職学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者又は専門職学位課程を修了した者が、

博士後期課程に入学した場合の博士の学位は、大学院（専門職大学院を除く。以下この項におい

て同じ。）に３年（通算６学期）（法科大学院の課程を修了した者にあっては、２年（通算４学

期))以上在学して、所定の単位を修得し、かつ所定の研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及

び最終試験に合格した者に授与する。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者
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については、大学院に１年（通算２学期）以上在学すれば足りるものとする。 

５ 博士の学位は、大学院の博士課程を経ない者であっても、学位論文を提出して、その審査に合

格し、かつ専攻学術に関し、大学院の博士課程における所定の単位を修得した者と同等以上の学

識と研究指導能力とを有することを試問により確認された場合に、これを授与することができる。 

（専門職学位課程の学位の授与） 

第32条 法務研究科専門職学位課程の学位は、法務研究科に３年以上在学し、所定の単位数を修得

した者に授与する。ただし、法学既修者については、２年以上在学し、所定の単位数を修得して

いれば足りるものとする。 

２ 教職研究科専門職学位課程の学位は、教職研究科に２年以上在学し、所定の単位数を修得した

者に授与する。ただし、教職研究科が一定の実務の経験を有すると認める者については、１年以

上在学し、所定の単位をしていれば足りるものとする。 

３ 法務研究科の学生は、法務研究科の課程修了判定に対し不服があるときは、所定の手続により

異議を申し立てることができる。 

（学位の名称） 

第33条 大学院において授与する学位は、次のとおりとする。 

経済学研究科  経済学専攻  修士（経済学）  博士（経済学） 

法学研究科   法律学専攻  修士（法学）   博士（法学） 

文学研究科   英文学専攻  修士（英文学）  博士（英文学） 

社会学専攻  修士（社会学）  博士（社会学） 

教育学専攻  修士（教育学）  博士（教育学） 

人文学専攻  修士（人文学）  博士（人文学） 

国際言語教育専攻  修士（教育学） 

理工学研究科  情報システム工学専攻  修士（工学）  博士（工学） 

生命理学専攻  修士（理学）  博士（理学） 

環境共生工学専攻  修士（工学）  博士（工学） 

国際平和学研究科 国際平和学専攻  修士（国際平和学） 

法務研究科   法務専攻  法務博士（専門職） 

教職研究科   教職専攻  教職修士（専門職） 

２ 大学院が授与する学位には、本学名を附記するものとする。 

第５章 入学・休学・退学・転学及び留学 
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（入学の時期） 

第34条 入学の時期は、毎学期の初めとする。 

（入学資格） 

第35条 大学院博士前期課程、修士課程又は専門職学位課程に入学することのできる者は、次の各

号の一に該当する者とする。 

(１) 大学を卒業した者 

(２) 学校教育法第104条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

(３) 外国において、学校教育における16年の課程を修了した者 

(４) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外

国の学校教育における16年の課程を修了した者 

(５) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における16年の課

程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位

置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

(６) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準

を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に

修了した者 

(７) 文部科学大臣の指定した者 

(８) 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における15年の課程を修了し、当該研

究科委員会において、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 

(９) 当該研究科委員会において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の

学力があると認めた者で、22歳に達した者 

(10) その他当該研究科において、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

２ 大学院博士後期課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(１) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

(２) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(３) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は専

門職学位に相当する学位を授与された者 

(４) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、

修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 
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(５) 国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者 

(６) 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、大学

院設置基準第16条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する

者と同等以上の学力があると認められた者 

(７) 文部科学大臣の指定した者 

(８) 当該研究科委員会において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有

する者と同等以上の学力があると認めた者で、24歳に達した者 

（進学） 

第36条 本大学院博士前期課程を修了し、引続き博士後期課程に進学を希望する者については、選

考の上、進学を許可する。 

（入学試験） 

第37条 大学院に入学を志願する者は、別に定める手続きによって願い出るものとする。 

２ 入学者の選考は、試験その他の選考方法による。 

３ 前項の選考に合格して、所定の入学手続きを完了した者に学長が入学を許可する。 

４ 不正な方法により入学を許可された者については、学長がその許可を取り消し又は退学を命ず

る。 

（保証人） 

第38条 入学を許可された者が提出する在学保証書の保証人は１名とし、父母又はそれに準ずる者

とする。ただし、外国人学生の保証人については、別にこれを定める。 

２ 保証人が死亡し、又はその他の事由で、その責任を果たし得ない場合には、新たに保証人を選

定し届出なければならない。 

（休学） 

第39条 病気その他の事由により休学しようとする者は、所定の休学願を提出し、許可を受けなけ

ればならない。 

２ 休学の期間は、引続き１年（通算２学期）を超えることができない。又、博士前期課程、修士

課程及び専門職学位課程においては通算２年（通算４学期）、博士後期課程においては、通算３

年（通算６学期）を超えることができない。ただし、特別の事由がある場合には願い出により、

その延長を許可することがある。 

３ 休学期間内に、その事由がなくなったときは、復学の許可を願い出ることができる。ただし、

学期途中での復学は認めない。 
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４ 休学等の許可は、学長が行う。なお、学長は休学等を許可するに当たり、研究科委員会の意見

を聴くことができる。 

（退学） 

第40条 退学しようとする者は、所定の退学願を提出しなければならない。 

２ 退学の許可は、学長が行う。なお、学長は退学を許可するに当たり、研究科委員会の意見を聴

くことができる。 

（強制退学） 

第40条の２ 次の各号の一に該当する者は、学長が退学を命じる。 

(１) 第８条第２項、第５項、第８項及び第42条第３項に規定する在学年数を経て、なお所定の

課程を修了できない者 

(２) 第27条第１項に規定する留年をし、再度２年次、又は３年次に進級できない者 

（学費未納退学） 

第41条 当該学期の学費を納入しないものは、学長が退学を命じる。 

２ 前項により退学を命じられた者については、当該学期の単位認定は行なわない。また当該学期

は在学期間に算入しない。 

（再入学） 

第42条 博士前期課程、修士課程、博士後期課程及び専門職学位課程において、退学した者の再入

学については、別に定める。 

２ 博士後期課程において、所定の研究指導を受けた者が、３年（通算６学期）を超えて在学した

後に退学し、学位論文提出のために、再入学をする場合の取り扱いは、創価大学学位規則の定め

るところによる。 

３ 第１項の規定により再入学した専門職学位課程の者の在学できる年数は、再入学前に在学した

期間を含めず、通算して３年とする。 

４ 再入学した者の再入学前の既修得単位については、当該研究科委員会において教育上有益と認

めたときは、再入学後に修得したものとみなすことができる。 

（転学） 

第43条 他大学院から本学大学院に転学を志願する者については、学年の初めに限り選考の上、入

学を許可することがある。 

２ 他大学院に転学を志望する者は、別に定める手続きを経て、許可を受けなければならない。 

（専攻の変更） 
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第44条 博士課程、修士課程及び専門職学位課程の中途において、所属の研究科又は専攻を変更す

ることは許可しない。ただし、法務研究科に１年以上在籍している者が法学研究科２年次に変更

することは、所定の選考を経て、これを許可することがある。 

（留学） 

第45条 外国の大学又は、これに相当する高等教育機関において修学することを志望する者は、許

可を得て留学することができる。 

２ 前項の留学の期間は、第８条に定める在学年数に含めることができる。 

３ 第１項の規定により留学して修得した単位又は、成果のうち、研究科委員会が適当と認めたも

のは、本学において修得した単位として認定することができる。 

４ 前項において認定できる単位は、博士課程及び修士課程は10単位を超えない範囲で、法務研究

科は30単位を超えない範囲で、教職研究科は22単位を超えない範囲で、修得したものとみなすこ

とができる。ただし、教職研究科で修業年限を１年とする者については、17単位を超えない範囲

とする。 

５ 第３項において修得した単位は、第21条又は第22条により修得した単位と合わせて前項の範囲

を超えないものとする。 

６ 留学に関する学内手続きその他については、別に定める。 

第６章 教員組織及び運営組織 

（管轄） 

第46条 学長は、大学院全般の校務をつかさどり、所属職員を統督する。 

２ 各研究科に研究科長を置く。 

３ 研究科長は、当該研究科に関する校務をつかさどる。 

４ 法務研究科及び教職研究科においては、研究科長の職務を助けるため、研究科長補佐を置くこ

とができる。 

（博士課程及び修士課程の教員組織） 

第47条 博士課程及び修士課程における授業及び研究指導は、本学の教授のうちから選任された者

がこれを行う。ただし、准教授又は講師をこれに充てることができる。 

２ 前項の教員の選任については、別に定める。 

（専門職学位課程の教員組織） 

第48条 法務研究科及び教職研究科に、専任の教員として教授、准教授、講師及び助教を置く。 

２ 前項に定める教員について、任期の定めのある教員を置くことができる。 
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３ 各研究科に兼任の教員を置くことができる。 

４ 前３項に定める教員の任用等に関しては、別に定める。 

５ 専任の教員は、本学大学院及び各研究科委員会が定める役割を分担し、かつ連携して組織的な

教育を行うことに努めるものとする。 

（大学院委員会） 

第49条 大学院に大学院全般にわたる教育及び研究に関する審議機関として大学院委員会を置く。 

２ 大学院委員会は、学長、各研究科長及び各研究科委員会から選出された担当教授各２名をもっ

て構成する。 

３ 前項のほか、学長が指名する副学長、副学長補を委員とすることができる。 

４ 大学院委員会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

(１) 学生の入学、課程の修了に関する事項 

(２) 学位の授与に関する事項 

(３) 教育課程の編成に関する事項 

(４) 教員の人事に関する事項 

５ 大学院委員会は、前項に規定するもののほか、次に掲げる教育研究に関する事項について審議

し、及び学長の求めに応じ、意見を述べることができる。 

(１) 大学院学則・規則等の制定・改廃に関する事項 

(２) 研究科又は専攻の設置及び廃止に関する事項 

(３) 各種委員会の設置及び廃止に関する事項 

(４) 学長の諮問事項 

(５) その他大学院の研究及び教育に関する事項 

（研究科委員会） 

第50条 大学院に研究科委員会を置く。 

２ 経済学研究科、法学研究科、文学研究科、理工学研究科及び国際平和学研究科の研究科委員会

は、研究科長及び当該研究科の授業を担当する教授及び准教授をもって構成し、必要と認めたと

きは講師を出席させることができる。 

３ 法務研究科及び教職研究科の研究科委員会は研究科長及び当該研究科の専任の教授、准教授、

講師及び助教をもって構成する。 

４ 研究科委員会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

(１) 学生の入学、課程の修了に関する事項 
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(２) 学位の授与に関する事項 

(３) 教育課程の編成に関する事項 

(４) 教員の教育研究業績の審査に関する事項 

５ 研究科委員会は、前項のほか、次に掲げる、学長及び研究科長（以下「学長等」という。）が

つかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じて、意見を述べるこ

とができる。 

(１) 自己点検・評価、その他研究科の評価に関する事項 

(２) ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）に関する事項 

(３) 学位論文の審査及び最終試験に関する事項 

(４) 研究科の授業及び指導並びに試験に関する事項 

(５) 研究科科目等履修生及び研究生に関する事項 

(６) 学生の厚生補導に関する事項 

(７) 学生の賞罰に関する事項 

(８) 学長の諮問事項 

(９) その他当該研究科に関する事項 

６ 研究科委員会は、前２項に掲げる事項を企画、立案、実施するために適宜委員会を設けること

ができる。 

（招集） 

第51条 大学院委員会は学長が招集し、その議長となる。ただし、学長に支障のあるときは、学長

があらかじめ指名する者がその職務を代行する。 

２ 研究科委員会は、研究科長が招集し、その議長となる。ただし、研究科長に支障のあるときは、

研究科長があらかじめ指名する教授がその職務を代行する。 

（成立） 

第52条 大学院委員会及び研究科委員会は、いずれも構成員の半数以上の出席をもって成立する。

ただし、大学院運営及び教員の教育研究業績の審査に関する重要事項については、構成員の３分

の２以上の出席をもって成立するものとする。 

２ 外国出張中の者、休職中の者及び病気その他の事由により、引き続き３カ月以上欠勤中の者は、

大学院委員会及び研究科委員会の構成員に算入しない。 

（議決） 

第53条 大学院委員会及び研究科委員会の議決は、出席構成員の過半数によるものとし、可否同数
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のときは議長がこれを決する。 

（事務職員） 

第54条 法務研究科及び教職研究科に事務長のほか、必要な事務職員を置く。 

第７章 検定料・入学金・授業料その他の学費 

（学費） 

第55条 大学院の検定料、入学金、授業料その他の学費は別表(13)のとおりとする。 

２ 在学中授業料について変更のあった場合には改定された金額を納付しなければならない。 

３ 授業料その他の所定の学費は、学年の初めに納めなければならない。ただし、授業料の分納を

願い出た者については許可することがある。 

４ いったん納めた学費は、いかなる事由があっても返還しない。 

（免除） 

第56条 学業の優秀な者に対しては、授業料を免除することがある。 

２ 経済的事由、その他やむを得ない事情があると認められた者に対しては、授業料の全部若しく

は一部を免除し、又はその徴収を猶予することがある。 

３ 休学中の授業料は、別表(13)に定める金額に減額する。また休学中の施設設備費、保健費、実

験実習費はそれぞれ全額を免除する。 

４ 博士後期課程において所定の期間在学し、引き続き学位論文提出のため在学しようとする者に

は、所定の手続きを経たうえ、授業料の半額を免除することがある。 

第８章 賞罰 

（表彰） 

第57条 人物・学業ともに優秀な者には、別に定める手続きを経て、表彰することができる。 

（懲戒） 

第58条 学則その他本学の諸規則に違背し、若しくは秩序を乱し、又は学生の本分に反する行為が

あったときは、別に定める手続きを経て懲戒する。 

２ 懲戒は、その情状によって戒告、停学及び退学の３種とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する学生につきこれを行うことがある。 

(１) 性行不良で、改善の見込みがないと認められる者 

(２) 学内の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

(３) 正当な理由なくして、出席常でない者 

第９章 科目等履修生・研究生・特別聴講生・特別履修生・法務研修生及び外国人学生 
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（科目等履修生） 

第59条 科目等履修生として１科目又は数科目の履修を志願する者は、学生の履修に妨げのない限

り、選考のうえ許可することがある。 

２ 科目等履修生の諸納付金は、別表(14)のとおりとする。 

３ 科目等履修生については、別に定めるところを除き、本学則を準用する。 

（研究生） 

第60条 博士課程及び修士課程の研究生として、特定の事項について研究を希望する者は、支障の

ない場合に限り、選考のうえ許可することがある。 

２ 研究生の諸納付金は、別表(14)のとおりとする。 

３ 研究生については、別に定めるところを除き、本学則を準用する。 

（特別聴講生） 

第61条 他の大学院（外国の大学院を含む。）との協定に基づき、本学大学院の授業科目の聴講を

希望する者があるときは、正規の授業に支障のない範囲で、授業担当者の承認を得て、特別聴講

生として聴講を許可する。 

２ 特別聴講生については、別に定めるところを除き、本学則を準用する。 

（特別研究生） 

第62条 他の大学院との協定に基づき、本学大学院での研究を希望する者があるときは、支障のな

い範囲で、特別研究生として研究活動を許可する。 

２ 特別研究生については、別に定めるところを除き、本学則を準用する。 

（大学院特別履修生） 

第63条 次の各号の一に該当する者で、本学則に定める博士前期課程又は修士課程の授業科目の履

修を希望する者があるときは、教育上の支障のない限り、大学院特別履修生として許可すること

がある。 

(１) 本学大学院博士後期課程の学生 

(２) 本学学士修士５年一貫教育プログラムに合格した本学学部の学生 

２ 本学法学部法律学科における「グローバル・ロイヤーズ・プログラム」（ＧＬＰ）に所属する

学生で、本学則に定める法務研究科専門職学位課程の授業科目の履修を希望する者があるときは、

教育上の支障のない限り、大学院特別履修生として許可することがある。 

３ 大学院特別履修生の諸納付金は、別表(15)のとおりとする。 

４ 大学院特別履修生については、別に定めるところを除き、本学則を準用する。 
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（外国人学生） 

第64条 大学院に入学を希望する外国人については、選考のうえ入学を許可することがある。 

２ 外国人学生については、別に定めるところを除き、本学則を準用する。 

第10章 施設及び設備 

（施設・設備） 

第65条 大学院に教育研究施設として、必要に応じて講義室、演習室、自習室、会議室及び研究室

等を置く。 

２ 教育研究上支障を生じない場合には、学部の施設及び設備を共用することができる。 

３ 大学院学生は、図書館及びその他の研究施設を利用することができる。 

（図書等） 

第66条 各研究科の教育研究に必要な図書等は、本学附属図書館等に備えるものとする。 

（厚生施設） 

第67条 大学院学生は、学生寮、保健センター及びその他の厚生施設を利用することができる。 

附 則 

この大学院学則は、昭和50年４月１日から施行する。 

附 則（昭和51年４月１日） 

この大学院学則は、昭和51年４月１日から施行する。 

附 則（昭和52年４月１日） 

この大学院学則は、昭和52年４月１日から施行する。ただし、昭和51年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和54年４月１日） 

この大学院学則は、昭和54年４月１日から施行する。ただし、昭和53年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和55年４月１日） 

この大学院学則は、昭和55年４月１日から施行する。ただし、昭和54年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和56年４月１日） 

この大学院学則は、昭和56年４月１日から施行する。ただし、昭和55年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和57年４月１日） 
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この大学院学則は、昭和57年４月１日から施行する。ただし、昭和56年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和58年４月１日） 

この大学院学則は、昭和58年４月１日から施行する。ただし、昭和57年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和59年４月１日） 

この大学院学則は、昭和59年４月１日から施行する。ただし、昭和58年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和60年４月１日） 

この大学院学則は、昭和60年４月１日から施行する。ただし、昭和59年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和61年４月１日） 

この大学院学則は、昭和61年４月１日から施行する。ただし、昭和60年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和62年４月１日） 

この大学院学則は、昭和62年４月１日から施行する。ただし、昭和61年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（昭和63年４月１日） 

この大学院学則は、昭和63年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年４月１日） 

この大学院学則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年４月１日） 

この大学院学則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年４月１日） 

この大学院学則は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年４月１日） 

この大学院学則は、平成４年４月１日から施行する。ただし、第18条については平成４年２月１

日から適用する。 

附 則（平成５年４月１日） 

この大学院学則は、平成５年４月１日から施行する。ただし、第18条については平成５年３月１

-23-



 

日から適用する。 

附 則（平成６年４月１日） 

この大学院学則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年４月１日） 

この大学院学則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年２月27日） 

この大学院学則は、平成８年２月27日から施行する。 

附 則（平成９年４月１日） 

この大学院学則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成10年４月１日） 

この大学院学則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成10年４月１日） 

この大学院学則は、平成10年度の入学者から適用する。 

附 則（平成11年４月１日） 

この大学院学則は、平成11年４月１日から施行する。ただし、平成10年度以前に入学した者につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（平成12年４月１日） 

この大学院学則は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年４月１日） 

この大学院学則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年４月１日） 

この大学院学則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年４月１日） 

この大学院学則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年４月１日） 

この大学院学則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年４月１日） 

この大学院学則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年５月23日） 

この大学院学則は、平成17年４月１日に遡及し施行する。 
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附 則（平成18年４月１日） 

この大学院学則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年４月１日） 

１ この大学院学則は、平成19年４月１日から施行する。ただし、平成18年度以前に入学した学生

については、なお、従前の例による。 

２ 第４条にかかわらず、情報システム工学専攻については平成19年度、環境共生工学専攻につい

ては平成19年度から平成20年度の収容定員は次の通りとする。 

  

 平成19年度 平成20年度 

情報システム工学専攻 62  

環境共生工学専攻 28 56 

附 則（平成20年３月29日） 

この大学院学則は、平成20年４月１日から施行する。ただし、平成19年度以前に入学した学生に

ついては、なお、従前の例による。 

附 則（平成20年３月29日） 

１ この大学院学則は、平成21年４月１日から施行する。 

２ 第４条にかかわらず、経済学専攻については平成21年度から平成22年度の博士前期課程収容定

員・博士後期課程収容定員・合計収容定員は次のとおりとする。 

  

 平成21年度 平成22年度 

経済学専攻 35・25・60 30・20・50 

３ 第４条にかかわらず、法律学専攻については平成21年度から平成22年度の博士後期課程収容定

員・合計収容定員は次のとおりとする。 

  

 平成21年度 平成22年度 

法律学専攻 23・53 16・46 

附 則（平成21年３月28日） 

この大学院学則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月27日学則第５号） 

この大学院学則は、平成22年４月１日から施行する。 
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附 則（平成23年３月24日学則第８号） 

１ この大学院学則は、平成23年４月１日から施行する。 

２ 創価大学専門職大学院学則（平成16年４月１日制定）及び創価大学教職大学院学則（平成20年

４月１日制定）は、廃止する。 

３ 法務研究科は、第７条にかかわらず、平成23年度の収容定員を次の通りとする。 

  

 

 平成23年度 

法務研究科法務専攻 120 

附 則（平成24年３月29日学則第４号） 

この大学院学則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日学則第４号） 

１ この学則は、平成25年４月１日から施行する。 

２ この学則施行の際、平成24年度以前に入学した法務研究科の学生に係る別表(11)の適用につい

ては、この学則にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成26年３月22日学則第６号） 

この学則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月20日学則第12号） 

１ この学則は、平成27年４月１日から施行する。 

２ この学則施行の際、平成26年度以前に入学した法務研究科の学生及び平成27年度に入学した法

学既修者の学生に係る第17条、第18条第１項第４号及び別表(11)の適用については、この学則に

かかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成27年５月23日学則第１号） 

１ この学則は、平成28年４月１日から施行する。 

２ 法務研究科は、第７条にかかわらず、平成28年度から平成29年度の収容定員を次の通りとする。 

  

 平成28年度 平成29年度 

法務研究科法務専攻 88 86 

附 則（平成27年10月31日学則第４号） 

この学則は、平成28年４月１日から施行する。 
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附 則（平成28年３月25日学則第９号） 

１ この学則は、平成28年４月１日から施行する。 

２ 法務研究科は、第７条にかかわらず、平成28年度及び平成29年度の収容定員を次の通りとする。 

  

 平成28年度 平成29年度 

法務研究科法務専攻 88名 86名 

３ この学則施行の際、平成27年度以前に入学した法務研究科の学生及び平成28年度に入学した法

学既修者の学生に係る第18条第１項第４号及び別表(11)の適用については、この学則にかかわら

ず、なお従前の例による。 

附 則（平成28年11月15日学則第３号） 

この大学院学則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年１月28日学則第９号） 

この大学院学則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年１月28日学則第10号） 

この大学院学則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月27日学則第12号） 

この大学院学則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年２月17日学則第３号） 

この大学院学則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年２月17日学則第４号） 

附 則（平成30年８月７日学則第１号） 

１ 本学則は、平成30年９月14日から施行する。 

２ 本学則施行の際、平成30年４月以前に入学した学生に懸かる別表の(８)、(９)および(10)

については、本学則にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則（平成31年４月１日） 

１ 本学則は、平成31年４月１日から施行する。 

２ 本学則施行の際、平成30年度以前に入学した法学研究科の学生に係る第18条第1項第2

号、第29条第1項第4号及び工学研究科の学生に係る第29条第1項第2号の適用については、本

学則にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 本学則施行の際、平成29年度以前に入学した文学研究科の学生に係る第29条第1項第5
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号の適用については、なお従前の例による。なお、平成30年度に入学した文学研究科の学生

については、遡及して適用するものとする。 

４ 本学則施行の際、平成30年度４月以前に入学した工学研究科の学生に係る第18条第1項

第3号の適用については、なお従前の例による。なお、平成30年度９月に入学した工学研究

科の学生については、遡及して適用するものとする。 

５ 本学則施行の際、平成30年度以前に入学した法務研究科の学生及び平成31年度に入学

した法学既修者の学生に係る第18条第１項第４号の適用については、本学則にかかわらず、

なお従前の例による。 

 

附 則（平成32年４月１日） 

１ この学則は、平成 32 年４月１日から施行する。 

２ 第７条にかかわらず、生命情報工学専攻、生命理学専攻および環境共生工学専攻につい

ては、平成 32 年度および平成 33 年度の収容定員は次の通りとする。 

 

  平成 32 年度 

 入学定員 収容定員 

生命情報工学専攻 博士前期課程 － 20  

博士後期課程 － ８ 

生命理学専攻   博士前期課程 15 15 

博士後期課程 ５ ５ 

環境共生工学専攻 博士後期課程 ５ 11 

 

  平成 33 年度 

 入学定員 収容定員 

生命情報工学専攻 博士前期課程 － －  

博士後期課程 － ４ 

生命理学専攻   博士前期課程 15 30 

博士後期課程 ５ 10 

環境共生工学専攻 博士後期課程 ５ 13 

 

３ 本学則施行の際、平成31年度以前に入学した工学研究科の学生に係る第5条、第6条、第

7条、第18条、第19条、第21条、第25条、第29条、第33条、第50条の適用については、本学

則にかかわらず、なお従前の例による。 
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別表(１) 経済学研究科経済学専攻専門教育科目表 

●修士論文作成者：「修論作成者」  ●リサーチペーパー作成者：「ＲＰ作成者」 

専門課程 分類 授業科目 

年次及び単位数 

備考 第 １

年次 

第 ２

年次 

第 ３

年次

第 ４

年次

第 ５

年次
計

博士前期課

程 

（経済学専

修） 

必修科目 修士論文研

究指導Ⅰ 

 ２    ２ ４単位 

修士論文研

究指導Ⅱ 

 ２    ２

リサーチペ

ーパー作成

指導 

 ２    ２ ２単位 

選択必修科目 ミクロ経済

学特論 

４     ４ ３科目12単位 

３科目12単位のう

ち４単位まで準コ

ア科目から選択で

きる。 

準コア科目をコア

科目として算入す

る場合は、経済学の

ための学術英語、ま

たはそれぞれの科

目のⅠ・Ⅱを履修

し、合わせて４単位

修得しなければな

らない。 

マクロ経済

学特論 

４     ４

計量経済学

特論 

４     ４

経済史概論 ４     ４

グローバル

経済概論 

４     ４

史料講読Ⅰ ２     ２

史料講読Ⅱ ２     ２

選択科目 金融経済論

特論Ⅰ 

２     ２ 【修論作成者】 

８科目16単位 

【ＲＰ作成者】 金融経済論 ２     ２
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特論Ⅱ ９科目18単位 

時系列分析

特論Ⅰ 

２     ２

時系列分析

特論Ⅱ 

２     ２

ファイナン

ス理論特論

Ⅰ 

２     ２

ファイナン

ス理論特論

Ⅱ 

２     ２

計量ファイ

ナンス特論

Ⅰ 

２     ２

計量ファイ

ナンス特論

Ⅱ 

２     ２

財政学特論

Ⅰ 

２     ２

財政学特論

Ⅱ 

２     ２

日本経済論

特論Ⅰ 

２     ２

日本経済論

特論Ⅱ 

２     ２

生活経済学

特論Ⅰ 

２     ２

生活経済学

特論Ⅱ 

２     ２
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日本経済史

特論Ⅰ 

２     ２

日本経済史

特論Ⅱ 

２     ２

近代日本経

済史特論Ⅰ 

２     ２

近代日本経

済史特論Ⅱ 

２     ２

西洋経済史

特論Ⅰ 

２     ２

西洋経済史

特論Ⅱ 

２     ２

比較経済史

特論Ⅰ 

２     ２

比較経済史

特論Ⅱ 

２     ２

開発経済学

特論Ⅰ 

２     ２

開発経済学

特論Ⅱ 

２     ２

アフリカ経

済論Ⅰ 

２     ２

アフリカ経

済論Ⅱ 

２     ２

アジア経済

論Ⅰ 

２     ２

アジア経済

論Ⅱ 

２     ２

国際貿易論 ２     ２
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特論Ⅰ 

国際貿易論

特論Ⅱ 

２     ２

博士前期課

程 

（経営学専

修） 

必修科目 修士論文研

究指導Ⅰ 

２     ２ ６単位 

修士論文研

究指導Ⅱ 

 ２    ２

修士論文研

究指導Ⅲ 

 ２    ２

リサーチペ

ーパー作成

指導 

 ２    ２ ２単位 

経営史概論

Ⅰ 

２     ２  

会計学概論

Ⅰ 

２     ２  

経営統計概

論Ⅰ 

２     ２  

経営学概論

Ⅰ 

２     ２  

情報統計概

論Ⅰ 

２     ２  

選択科目 ビジネス・

エコノミク

ス特論Ⅰ 

２     ２ 【修論作成者】 

11科目22単位 

【ＲＰ作成者】 

13科目26単位 ビジネス・

エコノミク

ス特論Ⅱ 

２     ２

経営史概論 ２     ２
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Ⅱ 

会計学概論

Ⅱ 

２     ２

経営統計概

論Ⅱ 

２     ２

経営学概論

Ⅱ 

２     ２

情報統計概

論Ⅱ 

２     ２

ＣＳＲ経営

論特論Ⅰ 

２     ２

ＣＳＲ経営

論特論Ⅱ 

２     ２

経営戦略論

特論Ⅰ 

２     ２

経営戦略論

特論Ⅱ 

２     ２

国際経営戦

略特論Ⅰ 

２     ２

国際経営戦

略特論Ⅱ 

２     ２

人的資源管

理論特論Ⅰ 

２     ２

人的資源管

理論特論Ⅱ 

２     ２

財務会計特

論Ⅰ 

２     ２

財務会計特

論Ⅱ 

２     ２
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管理会計特

論Ⅰ 

２     ２

管理会計特

論Ⅱ 

２     ２

財務管理論

特論Ⅰ 

２     ２

財務管理論

特論Ⅱ 

２     ２

博士前期課

程 

（国際ビジ

ネス専修） 

必修科目 Ｓｕｐｅｒ

ｖｉｓｅｄ

Ｒｅｓｅａ

ｒｃｈ Ｐ

ａｐｅｒ 

 ２    ２ ２単位 

選択必修科目 Ｍｉｃｒｏ

ｅｃｏｎｏ

ｍｉｃｓ 

２     ２ ２科目４単位 

Ｍａｃｒｏ

ｅｃｏｎｏ

ｍｉｃｓ 

２     ２

Ｂｕｓｉｎ

ｅｓｓ Ｓ

ｔａｔｉｓ

ｔｉｃｓ 

２     ２

Ａｃｃｏｕ

ｎｔｉｎｇ 

２     ２

選択科目 Ｆｉｎａｎ

ｃ ｉ ａ ｌ

Ａｃｃｏｕ

ｎｔｉｎｇ 

２     ２ 11科目22単位 
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Ｍａｎａｇ

ｅｍｅｎｔ

Ａｃｃｏｕ

ｎｔｉｎｇ 

２     ２

Ｆｉｎａｎ

ｃ ｉ ａ ｌ

Ｍａｎａｇ

ｅｍｅｎｔ 

２     ２

Ｏｐｅｒａ

ｔｉｏｎｓ

Ｒｅｓｅａ

ｒｃｈ 

２     ２

Ｂｕｓｉｎ

ｅｓｓ Ｅ

ｔｈｉｃｓ 

２     ２

Ｈｕｍａｎ

Ｒｅｓｏｕ

ｒｃｅ Ｍ

ａｎａｇｅ

ｍｅｎｔ 

２     ２

Ｍａｎａｇ

ｅｍｅｎｔ

Ｓｔｒａｔ

ｅｇｙ 

２     ２

Ｍａｒｋｅ

ｔｉｎｇ 

２     ２

Ｐｒｏｄｕ

ｃｔｉｏｎ

Ｍａｎａｇ

２     ２
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ｅｍｅｎｔ 

Ｑｕａｎｔ

ｉｔａｔｉ

ｖｅ Ｆｉ

ｎａｎｃｅ 

２     ２

Ｍｏｎｅｔ

ａｒｙ Ｐ

ｏｌｉｃｙ 

２     ２

Ｆｉｓｃａ

ｌ Ｐｏｌ

ｉｃｙ 

２     ２

Ｂｕｓｉｎ

ｅｓｓ Ｅ

ｃｏｎｏｍ

ｉｃｓ 

２     ２

Ｃｒｏｓｓ

－Ｃｕｌｔ

ｕ ｒ ａ ｌ

Ｍａｎａｇ

ｅｍｅｎｔ 

２     ２

Ｉｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｈ

ｕ ｍ ａ ｎ

Ｒｅｓｏｕ

ｒｃｅ Ｍ

ａｎａｇｅ

ｍｅｎｔ 

２     ２

Ｂｕｓｉｎ ２     ２
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ｅｓｓ ｉ

ｎ Ｅｍｅ

ｒｇｉｎｇ

Ｅｃｏｎｏ

ｍｉｅｓ 

Ｊａｐａｎ

ｅｓｅ Ｅ

ｃｏｎｏｍ

ｉｃ Ｈｉ

ｓｔｏｒｙ 

２     ２

Ｔｏｐｉｃ

ｓ  ｉ ｎ

Ｂｕｓｉｎ

ｅｓｓ Ｅ

ｃｏｎｏｍ

ｉｃｓ Ⅰ 

２     ２

Ｔｏｐｉｃ

ｓ  ｉ ｎ

Ｂｕｓｉｎ

ｅｓｓ Ｅ

ｃｏｎｏｍ

ｉｃｓ Ⅱ 

２     ２

Ｔｏｐｉｃ

ｓ  ｉ ｎ

Ｂｕｓｉｎ

ｅｓｓ Ｅ

ｃｏｎｏｍ

ｉｃｓ Ⅲ 

２     ２

Ｇｌｏｂａ ２     ２
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ｌ Ｉｎｔ

ｅｒｎｓｈ

ｉｐ 

Ａ ｓ ｉ ａ

Ｉｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｂ

ｕｓｉｎｅ

ｓｓ Ⅰ 

２     ２

Ａ ｓ ｉ ａ

Ｉｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｂ

ｕｓｉｎｅ

ｓｓ Ⅱ 

２     ２

Ａ ｓ ｉ ａ

Ｉｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｂ

ｕｓｉｎｅ

ｓｓ Ⅲ 

２     ２

Ａ ｓ ｉ ａ

Ｉｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｂ

ｕｓｉｎｅ

ｓｓ Ⅳ 

２     ２

Ａ ｓ ｉ ａ

Ｉｎｔｅｒ

２     ２
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ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｂ

ｕｓｉｎｅ

ｓｓ Ⅴ 

Ａ ｓ ｉ ａ

Ｉｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｂ

ｕｓｉｎｅ

ｓｓ Ⅵ 

２     ２

Ａ ｓ ｉ ａ

Ｉｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｂ

ｕｓｉｎｅ

ｓｓ Ⅶ 

２     ２

Ａ ｓ ｉ ａ

Ｉｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｂ

ｕｓｉｎｅ

ｓｓ Ⅷ 

２     ２

博士後期課

程 

（経済学専

修） 

研究基礎科目 ミクロ経済

学研究 

  ２   ２ ２単位 

マクロ経済

学研究 

  ２   ２

計量経済学

研究 

  ２   ２

日本経済史  ２   ２
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研究 

比較経済史

研究 

      

財政学研究   ２   ２

グローバル

経済研究 

  ２   ２

西洋経済史

研究 

  ２   ２

国際貿易論

研究 

  ２   ２

研究指導科目 ミクロ経済

学特殊研究

指導Ⅰ 

  ２   ２ 10単位 

ミクロ経済

学特殊研究

指導Ⅱ 

   ２  ２

ミクロ経済

学特殊研究

指導Ⅲ 

   ２  ２

ミクロ経済

学特殊研究

指導Ⅳ 

    ２ ２

ミクロ経済

学特殊研究

指導Ⅴ 

    ２ ２

マクロ経済

学特殊研究

指導Ⅰ 

  ２   ２

マクロ経済   ２  ２
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学特殊研究

指導Ⅱ 

マクロ経済

学特殊研究

指導Ⅲ 

   ２  ２

マクロ経済

学特殊研究

指導Ⅳ 

    ２ ２

マクロ経済

学特殊研究

指導Ⅴ 

    ２ ２

計量経済学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

計量経済学

特殊研究指

導Ⅱ 

   ２  ２

計量経済学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

計量経済学

特殊研究指

導Ⅳ 

    ２ ２

計量経済学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

日本経済史

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

-41-



 

日本経済史

特殊研究指

導Ⅱ 

   ２  ２

日本経済史

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

日本経済史

特殊研究指

導Ⅳ 

    ２ ２

日本経済史

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

比較経済史

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

比較経済史

特殊研究指

導Ⅱ 

   ２  ２

比較経済史

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

比較経済史

特殊研究指

導Ⅳ 

    ２ ２

比較経済史

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

財政学特殊

研究指導Ⅰ 

  ２   ２
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財政学特殊

研究指導Ⅱ 

   ２  ２

財政学特殊

研究指導Ⅲ 

   ２  ２

財政学特殊

研究指導Ⅳ 

    ２ ２

財政学特殊

研究指導Ⅴ 

    ２ ２

グローバル

経済論特殊

研究指導Ⅰ 

  ２   ２

グローバル

経済論特殊

研究指導Ⅱ 

   ２  ２

グローバル

経済論特殊

研究指導Ⅲ 

   ２  ２

グローバル

経済論特殊

研究指導Ⅳ 

    ２ ２

グローバル

経済論特殊

研究指導Ⅴ 

    ２ ２

西洋経済史

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

西洋経済史

特殊研究指

導Ⅱ 

   ２  ２
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西洋経済史

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

西洋経済史

特殊研究指

導Ⅳ 

    ２ ２

西洋経済史

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

国際貿易論

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

国際貿易論

特殊研究指

導Ⅱ 

   ２  ２

国際貿易論

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

国際貿易論

特殊研究指

導Ⅳ 

    ２ ２

国際貿易論

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

経済学特殊

研究指導Ⅰ 

      上記の特殊研究指

導Ⅰ～Ⅴ科目の修

得者のみ履修可 経済学特殊

研究指導Ⅱ 

      

博士後期課研究基礎科目 経営学研究   ２   ２ ２単位 
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程 

（経営学専

修） 

国際経営戦

略研究 

  ２   ２

情報科学研

究 

  ２   ２

経営史研究   ２   ２

ビジネス・

エコノミッ

クス研究 

  ２   ２

管理会計研

究 

  ２   ２

人的資源管

理研究 

  ２   ２

研究指導科目 経営学特殊

研究指導Ⅰ 

  ２   ２ 10単位 

経営学特殊

研究指導Ⅱ 

   ２  ２

経営学特殊

研究指導Ⅲ 

   ２  ２

経営学特殊

研究指導Ⅳ 

    ２ ２

経営学特殊

研究指導Ⅴ 

    ２ ２

国際経営戦

略特殊研究

指導Ⅰ 

  ２   ２

国際経営戦

略特殊研究

指導Ⅱ 

   ２  ２

国際経営戦   ２  ２

-45-



 

略特殊研究

指導Ⅲ 

国際経営戦

略特殊研究

指導Ⅳ 

    ２ ２

国際経営戦

略特殊研究

指導Ⅴ 

    ２ ２

情報科学特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

情報科学特

殊研究指導

Ⅱ 

   ２  ２

情報科学特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

情報科学特

殊研究指導

Ⅳ 

    ２ ２

情報科学特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

経営史特殊

研究指導Ⅰ 

  ２   ２

経営史特殊

研究指導Ⅱ 

   ２  ２

経営史特殊

研究指導Ⅲ 

   ２  ２
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経営史特殊

研究指導Ⅳ 

    ２ ２

経営史特殊

研究指導Ⅴ 

    ２ ２

ビジネス・

エコノミク

ス特殊研究

指導Ⅰ 

  ２   ２

ビジネス・

エコノミク

ス特殊研究

指導Ⅱ 

   ２  ２

ビジネス・

エコノミク

ス特殊研究

指導Ⅲ 

   ２  ２

ビジネス・

エコノミク

ス特殊研究

指導Ⅳ 

    ２ ２

ビジネス・

エコノミク

ス特殊研究

指導Ⅴ 

    ２ ２

管理会計特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

管理会計特

殊研究指導

   ２  ２
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Ⅱ 

管理会計特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

管理会計特

殊研究指導

Ⅳ 

    ２ ２

管理会計特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

人的資源管

理論特殊研

究指導Ⅰ 

  ２   ２

人的資源管

理論特殊研

究指導Ⅱ 

   ２  ２

人的資源管

理論特殊研

究指導Ⅲ 

   ２  ２

人的資源管

理論特殊研

究指導Ⅳ 

    ２ ２

人的資源管

理論特殊研

究指導Ⅴ 

    ２ ２

経済学特殊

研究指導Ⅰ 

      上記の特殊研究指

導Ⅰ～Ⅴ科目の修

得者のみ履修可 経済学特殊

研究指導Ⅱ 
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別表(２) 法学研究科法律学専攻専門教育科目表 

●修士論文作成コース：「修論コース」  ●リサーチペーパー作成コース：「ＲＰコース」 

専門課程 分類 部門 授業科目 

年次及び単位数 

備考 第 １

年次 

第 ２

年次 

第 ３

年次

第 ４

年次

第 ５

年次
計

博士前期課

程 

コ ア 科

目 

選択必修

科目 

憲法特論 ２     ２ ３科目６単位 

民事法特

論 

２     ２

刑事法特

論 

２     ２

税法特論 ２     ２

政治学特

論 

２     ２

科 目 群

科目 

公法刑事

法科目群 

憲法人権

論特論 

２     ２ 【修論コース】 

９科目18単位 

【ＲＰコース】 

12科目24単位 

メディア

法特論 

 ２    ２

行政法特

論 

２     ２

法人税法

特論 

 ２    ２

租税手続

法特論 

２      

租税争訟

法特論 

 ２    ２

刑事訴訟

法特論 

２     ２

刑法特論  ２    ２
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民法企業

法科目群 

物権法特

論 

２     ２

企業法特

論 

 ２    ２

保険法特

論 

 ２    ２

民事訴訟

法特論 

 ２    ２

担保法特

論 

２     ２

金融法特

論 

２     ２

国際法科

目群 

国際法総

論特論 

２     ２

国際法各

論特論 

 ２    ２

国際私法

特論 

２     ２

基礎法科

目群 

社会法特

論 

２     ２

労働法特

論 

 ２    ２

法社会学

特論 

２     ２

法史学特

論 

 ２    ２

英米法特

論 

２     ２

環境法特 ２     ２
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論 

政治学科

目群 

政治学史

特論 

 ２    ２

西洋政治

史特論 

２     ２

国際政治

論特論 

 ２    ２

その他の

科目 

英語専門

外書研究

Ⅰ 

２     ２

英語専門

外書研究

Ⅱ 

２     ２

英語専門

外書研究

Ⅲ 

 ２    ２

英語専門

外書研究

Ⅳ 

 ２    ２

独語専門

外書研究

Ⅰ 

２     ２

独語専門

外書研究

Ⅱ 

２     ２

独語専門

外書研究

Ⅲ 

 ２    ２

独語専門 ２    ２
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外書研究

Ⅳ 

仏語専門

外書研究

Ⅰ 

２     ２

仏語専門

外書研究

Ⅱ 

２     ２

仏語専門

外書研究

Ⅲ 

 ２    ２

仏語専門

外書研究

Ⅳ 

 ２    ２

中国語専

門外書研

究Ⅰ 

２     ２

中国語専

門外書研

究Ⅱ 

２     ２

中国語専

門外書研

究Ⅲ 

 ２    ２

中国語専

門外書研

究Ⅳ 

 ２    ２

ハングル

専門外書

研究Ⅰ 

２     ２
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ハングル

専門外書

研究Ⅱ 

２     ２

ハングル

専門外書

研究Ⅲ 

 ２    ２

ハングル

専門外書

研究Ⅳ 

 ２    ２

指 導 科

目 

【修論コ

ース】 

修士論文

研究指導

Ⅰ 

４     ４ ３科目８単位 

修士論文

研究指導

Ⅱ 

 ２    ２

修士論文

研究指導

Ⅲ 

 ２    ２

【ＲＰコ

ース】 

リサーチ

ペーパー

作成指導 

 ２    ２ １科目２単位 

博士後期課

程 

  行政法特

殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２ 研究指導を12単位

行政法特

殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

行政法特

殊研究指

   ２  ２
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導Ⅲ 

   行政法特

殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２  

行政法特

殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

行政法特

殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

民法特殊

研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

民法特殊

研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

民法特殊

研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

民法特殊

研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

民法特殊

研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

民法特殊

研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

企業法特  ２   ２
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殊研究指

導Ⅰ 

   企業法特

殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２  

企業法特

殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

企業法特

殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

企業法特

殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

企業法特

殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

商法特殊

研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

商法特殊

研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

商法特殊

研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

商法特殊

研究指導

Ⅳ 

   ２  ２
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   商法特殊

研究指導

Ⅴ 

    ２ ２  

商法特殊

研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

アジア法

特殊研究

指導Ⅰ 

  ２   ２

アジア法

特殊研究

指導Ⅱ 

  ２   ２

アジア法

特殊研究

指導Ⅲ 

   ２  ２

アジア法

特殊研究

指導Ⅳ 

   ２  ２

アジア法

特殊研究

指導Ⅴ 

    ２ ２

アジア法

特殊研究

指導Ⅵ 

    ２ ２

法史学特

殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

法史学特

殊研究指

  ２   ２
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導Ⅱ 

   法史学特

殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２  

法史学特

殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

法史学特

殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

法史学特

殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

憲法特殊

研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

憲法特殊

研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

憲法特殊

研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

憲法特殊

研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

憲法特殊

研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

憲法特殊    ２ ２
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研究指導

Ⅵ 

   民事訴訟

法特殊研

究指導Ⅰ 

  ２   ２  

民事訴訟

法特殊研

究指導Ⅱ 

  ２   ２

民事訴訟

法特殊研

究指導Ⅲ 

   ２  ２

民事訴訟

法特殊研

究指導Ⅳ 

   ２  ２

民事訴訟

法特殊研

究指導Ⅴ 

    ２ ２

民事訴訟

法特殊研

究指導Ⅵ 

    ２ ２

政治学特

殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

政治学特

殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

政治学特

殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２
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   政治学特

殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２  

政治学特

殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

政治学特

殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

法学特殊

研究指導

Ⅰ 

      上記の特殊研究指

導Ⅰ～Ⅵ科目の修

得者のみ履修可 

法学特殊

研究指導

Ⅱ 

      

隣接科目

群科目 

憲法特殊

研究Ⅰ 

  ２   ２ ２科目４単位 

憲法特殊

研究Ⅱ 

  ２   ２

行政法特

殊研究Ⅰ 

  ２   ２

行政法特

殊研究Ⅱ 

  ２   ２

民法特殊

研究Ⅰ 

  ２   ２

民法特殊

研究Ⅱ 

  ２   ２

企業法特

殊研究Ⅰ 
  ２   ２

企業法特  ２   ２
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殊研究Ⅱ 

   商法特殊

研究Ⅰ 

  ２   ２  

商法特殊

研究Ⅱ 

  ２   ２

民事訴訟

法特殊研

究Ⅰ 

  ２   ２

民事訴訟

法特殊研

究Ⅱ 

  ２   ２

刑事訴訟

法特殊研

究Ⅰ 

  ２   ２

刑事訴訟

法特殊研

究Ⅱ 

  ２   ２

アジア法

特殊研究

Ⅰ 

  ２   ２

アジア法

特殊研究

Ⅱ 

  ２   ２

法史学特

殊研究Ⅰ 

  ２   ２

法史学特

殊研究Ⅱ 

  ２   ２

政治学特

殊研究Ⅰ 

  ２   ２

政治学特  ２   ２
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殊研究指

導Ⅱ 

 

別表(３) 文学研究科英文学専攻専門教育科目表 

●修士論文作成者：「修論作成者」  ●リサーチペーパー作成者：「ＲＰ作成者」 

  

専門課程 分類 部門 授業科目 

年次及び単位数 

備考 第 １

年次 

第 ２

年次 

第 ３

年次

第 ４

年次

第 ５

年次
計

博士前期課

程 

（英語英米

文学専修） 

必 修 科

目 

演習 

（研究指

導） 

演習（英文

学）Ⅰａ 

２     ２ ４科目８単位 

演習（英文

学）Ⅱａ 

２     ２

演習（英文

学）Ⅲａ 

 ２    ２

演習（英文

学）Ⅳａ 

 ２    ２

基礎科目 Ａｃａｄｅ

ｍｉｃ Ｗ

ｒｉｔｉｎ

ｇⅠ 

２     ２ ２科目４単位 

Ａｃａｄｅ

ｍｉｃ Ｗ

ｒｉｔｉｎ

ｇⅡ 

２     ２

選 択 必

修科目 

英米文学研

究法 

２     ２ １科目２単位 

英米文学研究法ま

たは英語学研究法

のどちらかを履修
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する 

英語学研究

法 

２     ２  

選 択 科

目 

専門科目 イギリス文

学特論Ⅰ 

２     ２ 【修論作成者】 

８科目16単位 

【ＲＰ作成者（２

本）】 

８科目16単位 

【ＲＰ作成者（１

本）】 

９科目18単位 

イギリス文

学特論Ⅱ 

２     ２

英米文学特

論Ⅰ 

２     ２

英米文学特

論Ⅱ 

２     ２

19世紀アメ

リカ文学特

論Ⅰ 

２     ２

19世紀アメ

リカ文学特

論Ⅱ 

２     ２

アメリカ文

学特論（演

劇）Ⅰ 

２     ２

アメリカ文

学特論（演

劇）Ⅱ 

２     ２

20世紀アメ

リカ文学特

論Ⅰ 

２     ２

20世紀アメ

リカ文学特

論Ⅱ 

２     ２
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英文法・英

語教育学特

論Ⅰ 

２     ２

英文法・英

語教育学特

論Ⅱ 

２     ２

英語学・英

語教育学特

論Ⅰ 

２     ２

英語学・英

語教育学特

論Ⅱ 

２     ２

現代英語・

英語教育学

特論Ⅰ 

２     ２

現代英語・

英語教育学

特論Ⅱ 

２     ２

演習（英文

学）Ⅰｂ 

２     ２

演習（英文

学）Ⅱｂ 

２     ２

演習（英文

学）Ⅲｂ 

 ２    ２

演習（英文

学）Ⅳｂ 

 ２    ２

博士後期課

程 

（英語英米

必 修 科

目 

研究科共

通科目 

研究特別指

導 

  ２   ２ ２単位 

選 択 必研究指導英米文学特  ２   ２ 研究指導を12単位
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文学専修） 修科目 科目 殊研究指導

Ⅰ 

英米文学特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

英米文学特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

英米文学特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

英米文学特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

英米文学特

殊研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

19世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

19世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

19世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２
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19世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

19世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

19世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

アメリカ文

学特殊研究

指導（演劇）

Ⅰ 

  ２   ２

アメリカ文

学特殊研究

指導（演劇）

Ⅱ 

  ２   ２

アメリカ文

学特殊研究

指導（演劇）

Ⅲ 

   ２  ２

アメリカ文

学特殊研究

指導（演劇）

Ⅳ 

   ２  ２

アメリカ文    ２ ２
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学特殊研究

指導（演劇）

Ⅴ 

アメリカ文

学特殊研究

指導（演劇）

Ⅵ 

    ２ ２

20世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

20世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

20世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

20世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

20世紀アメ

リカ文学特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

20世紀アメ

リカ文学特

    ２ ２
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殊研究指導

Ⅵ 

英語学・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

英語学・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

英語学・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

英語学・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

英語学・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

英語学・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

英文法・英

語教育学特

殊研究指導

  ２   ２
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Ⅰ 

英文法・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

英文法・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

英文法・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

英文法・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

英文法・英

語教育学特

殊研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

英 語 教 育

学・英語学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

英 語 教 育

学・英語学

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２
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英 語 教 育

学・英語学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

英 語 教 育

学・英語学

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

英 語 教 育

学・英語学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

英 語 教 育

学・英語学

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

比較言語文

化論特殊研

究指導Ⅰ 

  ２   ２

比較言語文

化論特殊研

究指導Ⅱ 

  ２   ２

比較言語文

化論特殊研

究指導Ⅲ 

   ２  ２

比較言語文

化論特殊研

究指導Ⅳ 

   ２  ２

比較言語文    ２ ２
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化論特殊研

究指導Ⅴ 

比較言語文

化論特殊研

究指導Ⅵ 

    ２ ２

英文学特殊

研究指導Ⅰ 

      上記の特殊研究指

導Ⅰ～Ⅵ科目の修

得者のみ履修可 英文学特殊

研究指導Ⅱ 

      

 

別表(４) 文学研究科社会学専攻専門教育科目表 

●修士論文作成者：「修論作成者」  ●リサーチペーパー作成者：「ＲＰ作成者」 

  

専門課程 分類 部門 授業科目 

年次及び単位数 

備考 第 １

年次 

第 ２

年次 

第 ３

年次

第 ４

年次

第 ５

年次
計

博士前期課

程 

（グローバ

ル・スタデ

ィ ー ズ 専

修） 

必 修 科

目 

基礎科目 社会学基礎

論 

２     ２ ３科目６単位 

グ ロ ー バ

ル・スタデ

ィーズ基礎

論 

２     ２

選 択 必

修科目 

社会学研究

法 

２     ２

グ ロ ー バ

ル・スタデ

ィーズ研究

法 

２     ２

必 修 科演習 演習（社会 ２     ２ ６科目12単位 
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目 （研究指

導） 

学）Ⅰａ 

演習（社会

学）Ⅰｂ 

２     ２

演習（社会

学）Ⅱａ 

２     ２

演習（社会

学）Ⅱｂ 

２     ２

演習（社会

学）Ⅲａ 

 ２    ２

演習（社会

学）Ⅳａ 

 ２    ２

選 択 科

目 

専門科目 理論社会学

特論Ⅰ 

２     ２ 【修論作成者】 

６科目12単位 

【ＲＰ作成者（２

本）】 

６科目12単位 

【ＲＰ作成者（１

本）】 

７科目14単位 

理論社会学

特論Ⅱ 

２     ２

都市社会学

特論Ⅰ 

２     ２

都市社会学

特論Ⅱ 

２     ２

産業社会学

特論Ⅰ 

２     ２

産業社会学

特論Ⅱ 

２     ２

社会福祉論

特論Ⅰ 

２     ２

社会福祉論

特論Ⅱ 

２     ２

マス・コミ

ュニケーシ

２     ２
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ョン論特論

Ⅰ 

マス・コミ

ュニケーシ

ョン論特論

Ⅱ 

２     ２

メディア社

会論特論Ⅰ 

２     ２

メディア社

会論特論Ⅱ 

２     ２

歴史社会学

特論Ⅰ 

２     ２

歴史社会学

特論Ⅱ 

２     ２

国際社会論

特論Ⅰ 

２     ２ 【修論作成者】 

７科目14単位 

【ＲＰ作成者（２

本）】 

７科目14単位 

【ＲＰ作成者（１

本）】 

８科目16単位 

国際社会論

特論Ⅱ 

２     ２

宗教社会学

特論Ⅰ 

２     ２

宗教社会学

特論Ⅱ 

２     ２

比較文化特

論Ⅰ 

２     ２

比較文化特

論Ⅱ 

２     ２

アジア社会

研究Ⅰ 

２     ２

アジア社会 ２     ２
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研究Ⅱ 

中国社会研

究Ⅰ 

２     ２

中国社会研

究Ⅱ 

２     ２

中国文化研

究Ⅰ 

２     ２

中国文化研

究Ⅱ 

２     ２

ロシア・ユ

ーラシア社

会研究Ⅰ 

２     ２

ロシア・ユ

ーラシア社

会研究Ⅱ 

２     ２

ロシア・ユ

ーラシア文

化研究Ⅰ 

２     ２

ロシア・ユ

ーラシア文

化研究Ⅱ 

２     ２

演習（社会

学）Ⅲｂ 

２     ２

演習（社会

学）Ⅳｂ 

２     ２

博士後期課

程 

（グローバ

ル・スタデ

必 修 科

目 

研究科共

通科目 

研究特別指

導 

  ２   ２ ２単位 

選 択 必

修科目 

研究指導

科目 

比較文化特

殊研究指導

  ２   ２ 研究指導を12単位
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ィ ー ズ 専

修） 

Ⅰ 

比較文化特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

比較文化特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

比較文化特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

比較文化特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

比較文化特

殊研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

中国文化特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

中国文化特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

中国文化特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

中国文化特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

中国文化特    ２ ２
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殊研究指導

Ⅴ 

中国文化特

殊研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

現代社会学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

現代社会学

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

現代社会学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

現代社会学

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

現代社会学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

現代社会学

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

国際社会特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

国際社会特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２
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国際社会特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

国際社会特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

国際社会特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

国際社会特

殊研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

都市社会学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

都市社会学

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

都市社会学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

都市社会学

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

都市社会学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

都市社会学

特殊研究指

    ２ ２
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導Ⅵ 

ロシア・ユ

ーラシア社

会特殊研究

指導Ⅰ 

  ２   ２

ロシア・ユ

ーラシア社

会特殊研究

指導Ⅱ 

  ２   ２

ロシア・ユ

ーラシア社

会特殊研究

指導Ⅲ 

   ２  ２

ロシア・ユ

ーラシア社

会特殊研究

指導Ⅳ 

   ２  ２

ロシア・ユ

ーラシア社

会特殊研究

指導Ⅴ 

    ２ ２

ロシア・ユ

ーラシア社

会特殊研究

指導Ⅵ 

    ２ ２

ロシア・ユ

ーラシア文

化特殊研究

指導Ⅰ 

  ２   ２
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ロシア・ユ

ーラシア文

化特殊研究

指導Ⅱ 

  ２   ２

ロシア・ユ

ーラシア文

化特殊研究

指導Ⅲ 

   ２  ２

ロシア・ユ

ーラシア文

化特殊研究

指導Ⅳ 

   ２  ２

ロシア・ユ

ーラシア文

化特殊研究

指導Ⅴ 

    ２ ２

ロシア・ユ

ーラシア文

化特殊研究

指導Ⅵ 

    ２ ２

メディア社

会学特殊研

究指導Ⅰ 

  ２   ２

メディア社

会学特殊研

究指導Ⅱ 

  ２   ２

メディア社

会学特殊研

究指導Ⅲ 

   ２  ２
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メディア社

会学特殊研

究指導Ⅳ 

   ２  ２

メディア社

会学特殊研

究指導Ⅴ 

    ２ ２

メディア社

会学特殊研

究指導Ⅵ 

    ２ ２

比 較 文 芸

論 特 殊 研

究指導Ⅰ 

  ２   ２

比 較 文 芸

論 特 殊 研

究指導Ⅱ 

  ２   ２

比 較 文 芸

論 特 殊 研

究指導Ⅲ 

   ２  ２

比 較 文 芸

論 特 殊 研

究指導Ⅳ 

   ２  ２

比 較 文 芸

論 特 殊 研

究指導Ⅴ 

    ２ ２

比 較 文 芸

論 特 殊 研

究指導Ⅵ 

    ２ ２

社会学特殊

研究指導Ⅰ 

      上記の特殊研究指

導Ⅰ～Ⅵ科目の修
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社会学特殊

研究指導Ⅱ 

      得者のみ履修可 

別表(５) 文学研究科教育学専攻専門教育科目表 

●修士論文作成者：「修論作成者」  ●リサーチペーパー作成者：「ＲＰ作成者」 

  

専門課程 分類 部門 授業科目 

年次及び単位数 

備考 第 １

年次 

第 ２

年次 

第 ３

年次

第 ４

年次

第 ５

年次
計

博士前期課

程 

（教育学専

修） 

必 修 科

目 

基礎科目 教育学研究

法 

２     ２ ２科目４単位 

教育学原典

講読 

２     ２

演習 

（研究指

導） 

教育学演習

Ⅰａ 

２     ２ ６科目12単位 

教育学演習

Ⅰｂ 

２     ２

教育学演習

Ⅱａ 

２     ２

教育学演習

Ⅱｂ 

２     ２

教育学演習

Ⅲａ 

 ２    ２

教育学演習

Ⅳａ 

 ２    ２

選 択 科

目 

専門科目 教育学特論

Ⅰ（国語教

育論） 

２     ２ 【修論作成者】 

７科目14単位 

【ＲＰ作成者（２

本）】 

７科目14単位 

教育学特論

Ⅱ（国語教

２     ２
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育論） 【ＲＰ作成者（１

本）】 

８科目16単位 

教育学特論

Ⅰ（教育行

政学） 

２     ２

教育学特論

Ⅱ（教育行

政学） 

２     ２

教育学特論

Ⅰ（比較国

際教育学） 

２     ２

教育学特論

Ⅱ（比較国

際教育学） 

２     ２

教育学特論

Ⅰ（学校経

営学） 

２     ２

教育学特論

Ⅱ（学校経

営学） 

２     ２

教育学特論

Ⅰ（教育工

学） 

２     ２

教育学特論

Ⅱ（教育工

学） 

２     ２

教育学特論

Ⅰ（教育方

法学） 

２     ２

教育学特論 ２     ２
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Ⅱ（教育方

法学） 

教育学特論

Ⅰ（算数教

育論） 

２     ２

教育学特論

Ⅱ（算数教

育論） 

２     ２

教育学特論

Ⅰ（社会科

教育論） 

２     ２

教育学特論

Ⅱ（社会科

教育論） 

２     ２

教育学特論

Ⅰ（障害児

教育） 

２     ２

教育学特論

Ⅱ（障害児

教育） 

２     ２

教育学特論

Ⅰ（教育政

策論） 

２     ２

教育学特論

Ⅱ（教育政

策論） 

２     ２

教育学特論

Ⅰ（文化と

自己形成） 

２     ２
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教育学特論

Ⅱ（文化と

自己形成） 

２     ２

教育学特論

Ⅰ（教育相

談） 

２     ２

教育学特論

Ⅱ（教育相

談） 

２     ２

道徳教育特

論 

２     ２

教育機関の

経営論 

２     ２

情報教育論 ２     ２

ジェンダー

と教育 

２     ２

教育心理学

特論Ⅰ（学

校心理学） 

２     ２

教育心理学

特論Ⅱ（学

校心理学） 

２     ２

教育心理学

特論Ⅰ（学

習教授法） 

２     ２

教育心理学

特論Ⅱ（学

習教授法） 

２     ２

教育心理学 ２     ２

-83-



 

特論Ⅰ（教

育心理学） 

教育心理学

特論Ⅱ（教

育心理学） 

２     ２

教育学演習

Ⅲｂ 

 ２    ２

教育学演習

Ⅳｂ 

２     ２

博士前期課

程 

（臨床心理

学専修） 

必 修 科

目 

 臨床心理学

特論演習Ⅰ

－１ 

２     ２ 14科目24単位 

臨床心理学

特論演習Ⅱ

－１ 

２     ２

臨床心理学

特論演習Ⅰ

－２ 

 ２    ２

臨床心理学

特論演習Ⅱ

－２ 

 ２    ２

臨床心理学

特論Ⅰ 

２     ２

臨床心理学

特論Ⅱ 

２     ２

臨床心理面

接特論Ⅰ 

２     ２

臨床心理面

接特論Ⅱ 

２     ２
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臨床心理査

定演習Ⅰ 

２     ２

臨床心理査

定演習Ⅱ 

２     ２

臨床心理基

礎実習Ⅰ 

１     １

臨床心理基

礎実習Ⅱ 

１     １

臨床心理実

習Ⅰ 

 １    １

臨床心理実

習Ⅱ 

 １    １

選 択 必

修科目 

Ａ群 心理統計法

特論 

２     ２ ５科目10単位以上

※Ａ～Ｅ群から各

２単位以上、計10単

位以上を履修する

こと。 

心理学特別

演習 

２     ２

Ｂ群 人格心理学

特論 

２     ２

発達臨床心

理学Ⅰ 

２     ２

発達臨床心

理学Ⅱ 

２     ２

Ｃ群 家族心理学

特論 

２     ２

犯罪心理学

特論 

２     ２

Ｄ群 精神医学特

論Ⅰ 

２     ２

精神医学特 ２     ２
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論Ⅱ 

障害児心理

学特論 

２     ２

Ｅ群 投映法特論

Ⅰ 

２     ２

投映法特論

Ⅱ 

２     ２

学校臨床心

理学特論Ⅰ 

２     ２

学校臨床心

理学特論Ⅱ 

２     ２

病院臨床心

理学特論Ⅰ 

２     ２

心理療法特

論Ａ（アサ

ーション） 

２     ２

心理療法特

論Ｂ（認知

行動療法） 

２     ２

心理療法特

論Ｃ（遊戯

療法） 

２     ２

心理療法特

論Ｇ（精神

分析） 

２     ２

心理療法特

論Ｈ（産業・

労働分野に

関する理論

２     ２
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と支援の展

開） 

博士後期課

程 

必 修 科

目 

研究科共

通科目 

研究特別指

導 

  ２   ２ ２単位 

選 択 必

修科目 

研究指導

科目 

社会教育学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２ 研究指導を12単位

社会教育学

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

社会教育学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

社会教育学

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

社会教育学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

社会教育学

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

教育史特殊

研究指導Ⅰ 

  ２   ２

教育史特殊

研究指導Ⅱ 

  ２   ２

教育史特殊

研究指導Ⅲ 

   ２  ２

教育史特殊   ２  ２
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研究指導Ⅳ 

教育史特殊

研究指導Ⅴ 

    ２ ２

教育史特殊

研究指導Ⅵ 

    ２ ２

教育経営学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

教育経営学

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

教育経営学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

教育経営学

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

教育経営学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

教育経営学

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

教育行政学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

教育行政学

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２
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教育行政学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

教育行政学

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

教育行政学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

教育行政学

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

教育心理学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

教育心理学

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

教育心理学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

教育心理学

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

教育心理学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

教育心理学

特殊研究指

    ２ ２
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導Ⅵ 

臨床心理学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

臨床心理学

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

臨床心理学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

臨床心理学

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

臨床心理学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

臨床心理学

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

教科教育学

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

教科教育学

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

教科教育学

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

教科教育学   ２  ２
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特殊研究指

導Ⅳ 

教科教育学

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

教科教育学

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

学習教授法

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

学習教授法

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

学習教授法

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

学習教授法

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

学習教授法

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

学習教授法

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

学 校 心 理

学 特 殊 研

究指導Ⅰ 

  ２   ２
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学 校 心 理

学 特 殊 研

究指導Ⅱ 

  ２   ２

学 校 心 理

学 特 殊 研

究指導Ⅲ 

   ２  ２

学 校 心 理

学 特 殊 研

究指導Ⅳ 

   ２  ２

学 校 心 理

学 特 殊 研

究指導Ⅴ 

    ２ ２

学 校 心 理

学 特 殊 研

究指導Ⅵ 

    ２ ２

精 神 分 析

学 特 殊 研

究指導Ⅰ 

  ２   ２

精 神 分 析

学 特 殊 研

究指導Ⅱ 

  ２   ２

精 神 分 析

学 特 殊 研

究指導Ⅲ 

   ２  ２

精 神 分 析

学 特 殊 研

究指導Ⅳ 

   ２  ２

精 神 分 析

学 特 殊 研

究指導Ⅴ 

    ２ ２
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精 神 分 析

学 特 殊 研

究指導Ⅵ 

    ２ ２

教育学特殊

研究指導Ⅰ 
      上記の特殊研究指

導Ⅰ～Ⅵ科目の修

得者のみ履修可

教育学特殊

研究指導Ⅱ 

      上記の特殊研究指

導Ⅰ～Ⅵ科目の修

得者のみ履修可 

 

別表(６) 文学研究科人文学専攻専門教育科目表 

●修士論文作成者：「修論作成者」  ●リサーチペーパー作成者：「ＲＰ作成者」 

  

専門課程 分類 部門 授業科目 

年次及び単位数 

備考 第 １

年次 

第 ２

年次 

第 ３

年次

第 ４

年次

第 ５

年次
計

博士前期課

程 

（哲学歴史

学専修） 

必 修 科

目 

基礎科目 哲学研究法 ２     ２ １科目２単位 

いずれか１科目選

択 

歴史学研究

法 

２     ２

演習 

（研究指

導） 

人文学演習

Ⅰａ 

２     ２ ４科目８単位 

人文学演習

Ⅱａ 

２     ２

人文学演習

Ⅲａ 

 ２    ２

人文学演習

Ⅳａ 

 ２    ２

選 択 科

目 

専門科目 科学哲学特

論Ⅰ 

２     ２ 【修論作成者】 

９科目18単位 

【ＲＰ作成者（２科学哲学特 ２     ２
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論Ⅱ 本）】 

９科目18単位 

【ＲＰ作成者（１

本）】 

10科目20単位 

哲学史特論

Ⅰ 

２     ２

哲学史特論

Ⅱ 

２     ２

西洋哲学特

論Ⅰ 

２     ２

西洋哲学特

論Ⅱ 

２     ２

倫理学特論

Ⅰ 

２     ２

倫理学特論

Ⅱ 

２     ２

民俗学特論

Ⅰ 

２     ２

民俗学特論

Ⅱ 

２     ２

日本中世史

特論Ⅰ 

２     ２

日本中世史

特論Ⅱ 

２     ２

日本近代史

特論Ⅰ 

２     ２

日本近代史

特論Ⅱ 

２     ２

東洋古代史

特論Ⅰ 

２     ２

東洋古代史

特論Ⅱ 

２     ２
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西洋近世史

特論Ⅰ 

２     ２

西洋近世史

特論Ⅱ 

２     ２

西洋近代史

特論Ⅰ 

２     ２

西洋近代史

特論Ⅱ 

２     ２

人文学演習

Ⅰｂ 

２     ２

人文学演習

Ⅱｂ 

２     ２

人文学演習

Ⅲｂ 

 ２    ２

人文学演習

Ⅳｂ 

 ２    ２

基礎科目 外 書 研 究

（英語）Ⅰ 

２     ２ １科目２単位 

外 書 研 究

（英語）Ⅱ 

２     ２

外 書 研 究

（仏語）Ⅰ 

２     ２

外 書 研 究

（仏語）Ⅱ 

２     ２

外 書 研 究

（独語）Ⅰ 

２     ２

外 書 研 究

（独語）Ⅱ 

２     ２

外 書 研 究 ２     ２
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（中国語）

Ⅰ 

外 書 研 究

（中国語）

Ⅱ 

２     ２

博士前期課

程 

（日本文学

日本語学専

修） 

必 修 科

目 

基礎科目 日本文学研

究法 

２     ２ １科目２単位 

いずれか１科目選

択 日本語学研

究法 

２     ２

演習 

（研究指

導） 

人文学演習

Ⅰａ 

２     ２ ４科目８単位 

人文学演習

Ⅱａ 

２     ２

人文学演習

Ⅲａ 

 ２    ２

人文学演習

Ⅳａ 

 ２    ２

選 択 科

目 

専門科目 日本古典文

学特論Ⅰ 

２     ２ 【修論作成者】 

９科目18単位 

【ＲＰ作成者（２

本）】 

９科目18単位 

【ＲＰ作成者（１

本）】 

10科目20単位 

日本古典文

学特論Ⅱ 

２     ２

日本近代文

学特論Ⅰ 

２     ２

日本近代文

学特論Ⅱ 

２     ２

中国古典文

学特論Ⅰ 

２     ２

中国古典文

学特論Ⅱ 

２     ２
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古代日本語

学特論Ⅰ 

２     ２

古代日本語

学特論Ⅱ 

２     ２

近代日本語

学特論Ⅰ 

２     ２

近代日本語

学特論Ⅱ 

２     ２

日本語教育

特論Ⅰ 

２     ２

日本語教育

特論Ⅱ 

２     ２

人文学演習

Ⅰｂ 

２     ２

人文学演習

Ⅱｂ 

２     ２

人文学演習

Ⅲｂ 

 ２    ２

人文学演習

Ⅳｂ 

 ２    ２

基礎科目 日本文学文

献研究Ⅰ 

２     ２ １科目２単位 

日本文学文

献研究Ⅱ 

２     ２

日本語学文

献研究Ⅰ 

２     ２

日本語学文

献研究Ⅱ 

２     ２

博士前期課必 修 科基礎科目 仏教学研究 ２     ２ １科目２単位 
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程 

（仏教学専

修） 

目 法 

演習 

（研究指

導） 

人文学演習

Ⅰａ 

２     ２ ４科目８単位 

人文学演習

Ⅱａ 

２     ２

人文学演習

Ⅲａ 

 ２    ２

人文学演習

Ⅳａ 

 ２    ２

選 択 科

目 

専門科目 インド仏教

思想特論Ⅰ 

２     ２ 【修論作成者】 

９科目18単位 

【ＲＰ作成者（２

本）】 

９科目18単位 

【ＲＰ作成者（１

本）】 

10科目20単位 

インド仏教

思想特論Ⅱ 

２     ２

中国仏教思

想特論Ⅰ 

２     ２

中国仏教思

想特論Ⅱ 

２     ２

中国仏教史

特論Ⅰ 

２     ２

中国仏教史

特論Ⅱ 

２     ２

日本仏教思

想特論Ⅰ 

２     ２

日本仏教思

想特論Ⅱ 

２     ２

仏教倫理学

特論Ⅰ 

２     ２

仏教倫理学

特論Ⅱ 

２     ２
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サンスクリ

ット語仏教

文献特論Ⅰ 

２     ２

サンスクリ

ット語仏教

文献特論Ⅱ 

２     ２

パーリ語仏

教文献特論

Ⅰ 

２     ２

パーリ語仏

教文献特論

Ⅱ 

２     ２

仏教思想特

論 

２     ２

仏教文献特

論 

２     ２

宗教哲学特

論Ⅰ 

２     ２

宗教哲学特

論Ⅱ 

２     ２

比較宗教学

特論Ⅰ 

２     ２

比較宗教学

特論Ⅱ 

２     ２

中国仏教文

学特論Ⅰ 

２     ２

中国仏教文

学特論Ⅱ 

２     ２

人文学演習 ２     ２
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Ⅰｂ 

人文学演習

Ⅱｂ 

２     ２

人文学演習

Ⅲｂ 

 ２    ２

人文学演習

Ⅳｂ 

 ２    ２

基礎科目 仏教文献購

読（サンス

ク リ ッ ト

語）Ⅰ 

２     ２ １科目２単位 

仏教文献購

読（サンス

ク リ ッ ト

語）Ⅱ 

２     ２

仏教文献購

読（仏教梵

語）Ⅰ 

２     ２

仏教文献購

読（仏教梵

語）Ⅱ 

２     ２

仏教文献購

読（中国語）

Ⅰ 

２     ２

仏教文献購

読（中国語）

Ⅱ 

２     ２

仏教文献購

読（日本語

２     ２
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古文書）Ⅰ 

仏教文献購

読（日本語

古文書）Ⅱ 

２     ２

博士後期課

程 

（哲学歴史

学専修） 

（日本文学

日本語学専

修） 

（ 仏 教 学

専修） 

必 修 科

目 

研究科共

通科目 

研究特別指

導 

  ２   ２ ２単位 

選 択 必

修科目 

研究指導

科目 

科学哲学特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２ 研究指導を12単位

科学哲学特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

科学哲学特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

科学哲学特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

科学哲学特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

科学哲学特

殊研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

哲学特殊研

究指導Ⅰ 

  ２   ２

哲学特殊研

究指導Ⅱ 

  ２   ２

哲学特殊研   ２  ２
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究指導Ⅲ 

哲学特殊研

究指導Ⅳ 

   ２  ２

哲学特殊研

究指導Ⅴ 

    ２ ２

哲学特殊研

究指導Ⅵ 

    ２ ２

哲学史特殊

研究指導Ⅰ 

  ２   ２

哲学史特殊

研究指導Ⅱ 

  ２   ２

哲学史特殊

研究指導Ⅲ 

   ２  ２

哲学史特殊

研究指導Ⅳ 

   ２  ２

哲学史特殊

研究指導Ⅴ 

    ２ ２

哲学史特殊

研究指導Ⅵ 

    ２ ２

東アジア仏

教思想特殊

研究指導Ⅰ 

  ２   ２

東アジア仏

教思想特殊

研究指導Ⅱ 

  ２   ２

東アジア仏

教思想特殊

研究指導Ⅲ 

   ２  ２

東アジア仏   ２  ２
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教思想特殊

研究指導Ⅳ 

東アジア仏

教思想特殊

研究指導Ⅴ 

    ２ ２

東アジア仏

教思想特殊

研究指導Ⅵ 

    ２ ２

インド仏教

思想特殊研

究指導Ⅰ 

  ２   ２

インド仏教

思想特殊研

究指導Ⅱ 

  ２   ２

インド仏教

思想特殊研

究指導Ⅲ 

   ２  ２

インド仏教

思想特殊研

究指導Ⅳ 

   ２  ２

インド仏教

思想特殊研

究指導Ⅴ 

    ２ ２

インド仏教

思想特殊研

究指導Ⅵ 

    ２ ２

日本近代史

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２
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日本近代史

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

日本近代史

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

日本近代史

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

日本近代史

特殊研究指

導Ⅴ 

    ２ ２

日本近代史

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

日本中世史

特殊研究指

導Ⅰ 

  ２   ２

日本中世史

特殊研究指

導Ⅱ 

  ２   ２

日本中世史

特殊研究指

導Ⅲ 

   ２  ２

日本中世史

特殊研究指

導Ⅳ 

   ２  ２

日本中世史

特殊研究指

    ２ ２
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導Ⅴ 

日本中世史

特殊研究指

導Ⅵ 

    ２ ２

東洋史特殊

研究指導Ⅰ 

  ２   ２

東洋史特殊

研究指導Ⅱ 

  ２   ２

東洋史特殊

研究指導Ⅲ 

   ２  ２

東洋史特殊

研究指導Ⅳ 

   ２  ２

東洋史特殊

研究指導Ⅴ 

    ２ ２

東洋史特殊

研究指導Ⅵ 

    ２ ２

日本文学特

殊研究指導

ＡⅠ 

  ２   ２

日本文学特

殊研究指導

ＡⅡ 

  ２   ２

日本文学特

殊研究指導

ＡⅢ 

   ２  ２

日本文学特

殊研究指導

ＡⅣ 

   ２  ２

日本文学特    ２ ２
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殊研究指導

ＡⅤ 

日本文学特

殊研究指導

ＡⅥ 

    ２ ２

日本文学特

殊研究指導

ＢⅠ 

  ２   ２

日本文学特

殊研究指導

ＢⅡ 

  ２   ２

日本文学特

殊研究指導

ＢⅢ 

   ２  ２

日本文学特

殊研究指導

ＢⅣ 

   ２  ２

日本文学特

殊研究指導

ＢⅤ 

    ２ ２

日本文学特

殊研究指導

ＢⅥ 

    ２ ２

中国文学特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

中国文学特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２
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中国文学特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

中国文学特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

中国文学特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

中国文学特

殊研究指導

Ⅵ 

    ２ ２

日本語学特

殊研究指導

Ⅰ 

  ２   ２

日本語学特

殊研究指導

Ⅱ 

  ２   ２

日本語学特

殊研究指導

Ⅲ 

   ２  ２

日本語学特

殊研究指導

Ⅳ 

   ２  ２

日本語学特

殊研究指導

Ⅴ 

    ２ ２

日本語学特

殊研究指導

    ２ ２
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Ⅵ 

日本語学特

殊研究指導

ＢⅠ 

  ２   ２

日本語学特

殊研究指導

ＢⅡ 

  ２   ２

日本語学特

殊研究指導

ＢⅢ 

   ２  ２

日本語学特

殊研究指導

ＢⅣ 

   ２  ２

日本語学特

殊研究指導

ＢⅤ 

    ２ ２

日本語学特

殊研究指導

ＢⅥ 

    ２ ２

日 本 仏 教

思 想 特 殊

研 究 指 導

Ⅰ 

  ２   ２

日 本 仏 教

思 想 特 殊

研 究 指 導

Ⅱ 

  ２   ２

日 本 仏 教

思 想 特 殊

   ２  ２
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研 究 指 導

Ⅲ 

日 本 仏 教

思 想 特 殊

研 究 指 導

Ⅳ 

   ２  ２

日 本 仏 教

思 想 特 殊

研 究 指 導

Ⅴ 

    ２ ２

日 本 仏 教

思 想 特 殊

研 究 指 導

Ⅵ 

    ２ ２

人文学特殊

研究指導Ⅰ 

      上記の特殊研究指

導Ⅰ～Ⅵ科目の修

得者のみ履修可 人文学特殊

研究指導Ⅱ 

      

 

別表(７) 文学研究科国際言語教育専攻専門科目表 

●修士論文作成者：「修論作成者」  ●リサーチペーパー作成者：「ＲＰ作成者」 

  

専門課程 科目区分 科目名 

年次及び単位数 

分類 修了要件 備考 第１年

次 

第２年

次 
計 

修士課程 

（ 日 本 語

教育専修）

基礎科目 第 二 言 語

習 得 理 論

Ⅰ 

２  ２ 必 修 科

目 

６科目12単

位 

 

第 二 言 語 ２  ２ 
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習 得 理 論

Ⅱ 

日 本 語 教

育 研 究 法

Ⅰ 

２  ２ 

日 本 語 教

育 研 究 法

Ⅱ 

２  ２ 

日 本 語 教

授法Ⅰ 

２  ２ 

日 本 語 教

授法Ⅱ 

２  ２ 

演習科目 

（研究指導）

日 本 語 学

演習Ⅰ 

２  ２ 選 択 必

修科目 

４科目８単

位 

日 本 語 学

演習Ⅱ 

２  ２ 

日 本 語 学

演習Ⅲ 

 ２ ２ 

日 本 語 学

演習Ⅳ 

 ２ ２ 

日 本 語 教

育 学 演 習

Ⅰ 

２  ２ 

日 本 語 教

育 学 演 習

Ⅱ 

２  ２ 

日 本 語 教

育 学 演 習

Ⅲ 

 ２ ２ 
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日 本 語 教

育 学 演 習

Ⅳ 

 ２ ２ 

国 語 教 育

学演習Ⅰ 

２  ２ 

国 語 教 育

学演習Ⅱ 

２  ２ 

国 語 教 育

学演習Ⅲ 

 ２ ２ 

国 語 教 育

学演習Ⅳ 

 ２ ２ 

専門科目 コ ミ ュ ニ

ケ ー シ ョ

ン研究Ⅰ 

２  ２ 選 択 科

目 

（ ）は

両 年 次

の い ず

れ か で

履修 

【修論作成

者】 

８単位 

【ＲＰ作成

者】 

８単位 

コ ミ ュ ニ

ケ ー シ ョ

ン研究Ⅱ 

２  ２ 

言 語 教 育

政策研究 

(２) (２) ２ 

日 本 語 教

材研究Ⅰ 

(２) (２) ２ 

日 本 語 教

材研究Ⅱ 

(２) (２) ２ 

日 本 語 語

彙 表 現 研

究Ⅰ 

(２) (２) ２ 

日 本 語 語

彙 表 現 研

究Ⅱ 

(２) (２) ２ 
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現 代 日 本

文 学 研 究

Ⅰ 

(２) (２) ２ 

現 代 日 本

文 学 研 究

Ⅱ 

(２) (２) ２ 

演習科目 

（実践演習）

日 本 語 教

授 法 実 践

演習Ⅰ 

３  ３ 

日 本 語 教

授 法 実 践

演習Ⅱ 

(３) (３) ３ 

日 本 語 教

授 法 実 践

演習Ⅲ 

 ３ ３ 

文 章 表 現

指 導 法 実

践演習 

(３) (３) ３ 

読 解 指 導

法 実 践 演

習 

(３) (３) ３ 

実習科目 日 本 語 教

育実習 

 １ １ 

海 外 日 本

語 教 育 実

習Ⅰ 

 １ １ 

海 外 日 本

語 教 育 実

習Ⅱ 

 １ １ 
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修士課程 

（ 英 語 教

育専修） 

基礎科目 社 会 言 語

学と教育 

２  ２ 必 修 科

目 

（ ）は

両 年 次

の い ず

れ か で

履修 

９科目18単

位 

第 二 言 語

習 得 理 論

Ⅰ 

２  ２ 

第 二 言 語

習 得 理 論

Ⅱ 

(２) (２) ２ 

第 二 言 語

教授法Ⅰ 

２  ２ 

第 二 言 語

教授法Ⅱ 

(２) (２) ２ 

シラバス・

カ リ キ ュ

ラム作成 

２  ２ 

演習科目 

（実践演習）

英 語 教 育

実 践 演 習

Ⅰ 

 ２ ２ 

英 語 教 育

実 践 演 習

Ⅱ 

 ２ ２ 

研究指導科

目 

社 会 科 学

に お け る

研 究 プ ロ

ポーザル 

 ２ ２ 選 択 必

修科目 

２科目４単

位 

修論作成者は必

修 

修 士 論 文

研究指導 

 ２ ２ 

リ サ ー チ

ペ ー パ ー

 ２ ２ 
 

１科目２単

位 

ＲＰ作成者は必

修 
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作成指導 

専門科目 言 語 教 育

の た め の

英文法 

(２) (２) ２ 選 択 必

修科目 

（ ）は

両 年 次

の い ず

れ か で

履修 

３科目６単

位 

 

第 二 言 語

教 育 の 研

究方法 

(２) (２) ２ 

外 国 語 と

し て の 英

語 教 育 に

お け る 言

語と文化 

(２) (２) ２ 

コ ミ ュ ニ

ケ ー シ ョ

ン研究 

(２) (２) ２ 

大 学 院 生

の た め の

ラ イ テ ィ

ン グ ス キ

ル 

２  ２ 選 択 科

目 

（ ）は

両 年 次

の い ず

れ か で

履修 

３科目６単

位 

学術・専門

分 野 の た

めの英語 

(２) (２) ２ 

言 語 教 育

の た め の

発音 

(２) (２) ２ 

テ ク ノ ロ

ジ ー と 第

二 言 語 教

(２) (２) ２ 
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育 

中 等 英 語

教育 

(２) (２) ２ 

教育哲学 (２) (２) ２ 

言 語 テ ス

トと評価 

(２) (２) ２ 

国 際 言 語

教 育 特 論

Ⅰ 

(２) (２) ２ 

国 際 言 語

教 育 特 論

Ⅱ 

(２) (２) ２ 

国 際 言 語

教 育 特 論

Ⅲ 

(２) (２) ２ 

国 際 言 語

教 育 特 論

Ⅳ 

(２) (２) ２ 

 

別表(８) 理工学研究科情報システム工学専攻専門教育科目表 

  

専門課程 
学科目又は講

座の名称 
授業科目 

年次及び単位数 

備考 第 １

年次 

第 ２

年次 

第 ３

年次

第 ４

年次

第 ５

年次
計

博士前期課

程 

数理情報シス

テム 

情報数理科学

Ａ 

(２) (２)    ２ 選択科目（ ）は両

年次のいずれかで

履修 情報数理科学

Ｂ 

(２) (２)    ２

情報数理科学(２) (２)    ２
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Ｃ 

情報数理科学

Ｄ 

(２) (２)    ２

アルゴリズム

の設計と解析

Ａ 

(２) (２)    ２

アルゴリズム

の設計と解析

Ｂ 

(２) (２)    ２

コンピュータ

数理モデルＡ 

(２) (２)    ２

コンピュータ

数理モデルＢ 

(２) (２)    ２

応用多変量解

析Ａ 

(２) (２)    ２

応用多変量解

析Ｂ 

(２) (２)    ２

数理科学特別

講義 

(２) (２)    ２

情報処理シス

テム 

先端ネットワ

ーキング論 

(２) (２)    ２

ネットワーク

設計論 

(２) (２)    ２

ソフトウェア

工学論 

(２) (２)    ２

情報通信サー

ビスソフトウ

ェア論 

(２) (２)    ２

知能システム(２) (２)    ２
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基礎論Ａ 

知能システム

基礎論Ｂ 

(２) (２)    ２

情報セキュリ

ティＡ 

(２) (２)    ２

情報セキュリ

ティＢ 

(２) (２)    ２

無線ネットワ

ーク論 

(２) (２)    ２

分散システム

論 

(２) (２)    ２

情報伝達・制御

システム 

レーザ応用工

学 

(２) (２)    ２

システム制御

論 

(２) (２)    ２

ロボット工学 (２) (２)    ２

計測システム

論 

(２) (２)    ２

光電子工学 (２) (２)    ２

可視化情報学 (２) (２)    ２

非線形システ

ム論 

(２) (２)    ２

画像情報処理

論 

(２) (２)    ２

デジタル信号

解析論 

(２) (２)    ２

デジタルシス

テム設計論 

(２) (２)    ２

リアルタイム(２) (２)    ２
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ＯＳ論 

コンピュータ

グラフィック

ス論 

(２) (２)    ２

通信工学特論 (２) (２)    ２

共通 Ｐｒｅｓｅｎ

ｔａｔｉｏｎ

ｓ Ｓｋｉｌ

ｌｓ Ⅰ 

(２) (２)    ２

Ｐｒｅｓｅｎ

ｔａｔｉｏｎ

ｓ Ｓｋｉｌ

ｌｓ Ⅱ 

(２) (２)    ２

Ｔｅｃｈｎｉ

ｃａｌ Ｗｒ

ｉ ｔ ｉ ｎ ｇ

Ｓｋｉｌｌｓ

Ⅰ 

(２) (２)    ２

Ｔｅｃｈｎｉ

ｃａｌ Ｗｒ

ｉ ｔ ｉ ｎ ｇ

Ｓｋｉｌｌｓ

Ⅱ 

(２) (２)    ２

特別講義 知

的財産 

(２) (２)    ２

特別講義 知

財戦略と起業 

(２) (２)    ２

特別研修 (２) (２)    ２
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情報システム

特別演習Ⅰ 

(２) (２)    ２ 必修科目 

（ ）は両年次の

いずれかで履修 

 情報システム

特別演習Ⅱ 

(２) (２)    ２  

情報システム

特別演習Ⅲ 

(２) (２)    ２

情報システム

特別演習Ⅳ 

(２) (２)    ２

情報システム

特別研究Ⅰ 

(２) (２)    ２

情報システム

特別研究Ⅱ 

(２) (２)    ２

情報システム

特別研究Ⅲ 

(２) (２)    ２

情報システム

特別研究Ⅳ 

(２) (２)    ２

博士後期課

程 

共通 情報システム

特別演習Ⅴ 

  (２) (２) (２) ２ 必修科目 

（ ）は各年次の

いずれかで履修 

 
情報システム

特別演習Ⅵ 

  (２) (２) (２) ２

情報システム

特別演習Ⅶ 

  (２) (２) (２) ２

情報システム

特別演習Ⅷ 

  (２) (２) (２) ２

情報システム

特別演習Ⅸ 

  (２) (２) (２) ２

情報システム

特別演習Ⅹ 

  (２) (２) (２) ２
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情報システム

特別研究Ⅴ 

  (２) (２) (２) ２

情報システム

特別研究Ⅵ 

  (２) (２) (２) ２

情報システム

特別研究Ⅶ 

  (２) (２) (２) ２

情報システム

特別研究Ⅷ 

  (２) (２) (２) ２

情報システム

特別研究Ⅸ 

  (２) (２) (２) ２

情報システム

特別研究Ⅹ 

  (２) (２) (２) ２

 

別表(９) 理工学研究科生命理学専攻専門教育科目表 

  

専門課程 
学科目又は講

座の名称 
授業科目 

年次及び単位数 

備考 第 １

年次 

第 ２

年次 

第 ３

年次

第 ４

年次

第 ５

年次
計

博士前期課

程 

生命分子科学

学 

生 命 分子 科 学

総論 

(２) (２)    ２ 選択必修科目 

動 的 構造 生 物

学 

(２) (２)    ２ 選択科目 

（ ）は両年次の

いずれかで履修バイオナノテク

ノロジー 

(２) (２)    ２

蛋白質計算科学 (２) (２)    ２

蛋白質機能科学 (２) (２)    ２

酵素科学特論 (２) (２)    ２

細胞生命科学 細 胞 生命 科 学

総論 

(２) (２)    ２ 選択必修科目 
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糖鎖生物学特論 (２) (２)    ２ 選択科目 

（ ）は両年次の

いずれかで履修

細胞生物学特論 (２) (２)    ２

ウイルス学 (２) (２)    ２

分子生物学特論 (２) (２)    ２  

微生物生態学 (２) (２)    ２  

生命情報科学 生 命 情報 科 学

総論 

(２) (２)    ２ 選択必修科目 

バイオアナリシ

ス 

(２) (２)    ２ 選択科目 

（ ）は両年次の

いずれかで履修バイオインフォ

マテイクス特論 

(２) (２)    ２

生物情報計測学 (２) (２)    ２

バイオミメティ

クス 

(２) (２)    ２

構造プロテオミ

クス 

(２) (２)    ２

生命機能科学 生 命 機能 科 学

総論 

(２) (２)    ２ 選択必修科目 

ニューログリア

概説 

(２) (２)    ２ 選択科目 

（ ）は両年次の

いずれかで履修発達と学習の神

経生物学 

(２) (２)    ２

神経疾患の科学 (２) (２)    ２

神経生理学 (２) (２)    ２

免疫学特論 (２) (２)    ２

共通 

 

機器分析特論Ⅰ (２) (２)    ２

機器分析特論Ⅱ (２) (２)    ２

機器分析特論Ⅲ (２) (２)    ２

特別講義Ⅰ (２) (２)    ２
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特別講義Ⅱ (２) (２)    ２

特別実習Ⅰ (２) (２)    ２

特別実習Ⅱ (２) (２)    ２

研究指導 生命理学特別演

習Ⅰ 

(２) (２)    ２ 必修科目 

（ ）は両年次の

いずれかで履修 

 
生命理学特別演

習Ⅱ 

(２) (２)    ２

生命理学特別演

習Ⅲ 

(２) (２)    ２

生命理学特別演

習Ⅳ 

(２) (２)    ２

生命理学特別研

究Ⅰ 

(２) (２)    ２

生命理学特別研

究Ⅱ 

(２) (２)    ２

生命理学特別研

究Ⅲ 

(２) (２)    ２

生命理学特別研

究Ⅳ 

(２) (２)    ２

博士後期課

程 

能力養成科目 データ解析演

習 

  (２) (２) (２) ２ 必修科目 

（ ）は各年次の

いずれかで履修 

 
英語論文作成

演習 

  (２) (２) (２) ２

先端研究Ⅰ   (２) (２) (２) ２

先端研究Ⅱ   (２) (２) (２) ２

研究指導科目 生命理学特別演

習Ⅴ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別演  (２) (２) (２) ２
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習Ⅵ 

生命理学特別演

習Ⅶ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別演

習Ⅷ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別演

習Ⅸ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別演

習Ⅹ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別研

究Ⅴ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別研

究Ⅵ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別研

究Ⅶ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別研

究Ⅷ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別研

究Ⅸ 

  (２) (２) (２) ２

生命理学特別研

究Ⅹ 

  (２) (２) (２) ２

 

別表(10) 理工学研究科環境共生工学専攻専門教育科目表 

  

専門課程 
学科目又は講

座の名称 
授業科目 

年次及び単位数 

備考 第 １

年次 

第 ２

年次 

第 ３

年次

第 ４

年次

第 ５

年次
計

博士前期課

程 

地球環境化学 地球化学 (２) (２)    ２ 選択科目（ ）は両

年次のいずれかで生物地球化学 (２) (２)    ２
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環境土壌学 (２) (２)    ２ 履修 

生物圏科学 生態学研究法 (２) (２)    ２

微生物生態学 (２) (２)    ２

修復生態学 (２) (２)    ２

環境生物学 (２) (２)    ２

環境応答工学 物性化学 (２) (２)    ２

環境毒性学 (２) (２)    ２

生理活性物質

科学 

(２) (２)    ２

持続可能環境

工学 

環境プロセス

工学 

(２) (２)    ２

グリーンケミ

ストリー 

(２) (２)    ２

資源エネルギ

ー工学 

(２) (２)    ２

環境材料科学 (２) (２)    ２

共通 環境工学と社

会 

(２) (２)    ２

技術支援工学 (２) (２)    ２

特別講義 (２) (２)    ２

特別講義 知

的財産 

(２) (２)    ２

特別実習 (２) (２)    ２

機器分析Ⅰ (２) (２)    ２

機器分析Ⅱ (２) (２)    ２

環境共生工学

特別演習Ⅰ 

(２) (２)    ２ 必修科目 

（ ）は両年次のい

ずれかで履修 環境共生工学

特別演習Ⅱ 

(２) (２)    ２
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環境共生工学

特別演習Ⅲ 

(２) (２)    ２

環境共生工学

特別演習Ⅳ 

(２) (２)    ２

環境共生工学

特別研究Ⅰ 

(２) (２)    ２

環境共生工学

特別研究Ⅱ 

(２) (２)    ２

環境共生工学

特別研究Ⅲ 

(２) (２)    ２

環境共生工学

特別研究Ⅳ 

(２) (２)    ２

英語論文作成

演習 

(２) (２)    ２

博士後期課

程 

共通 環境共生工学

特別演習Ⅴ 

  (２) (２) (２) ２
必修科目 

（ ）は各年次の

いずれかで履修 
環境共生工学

特別演習Ⅵ 

  (２) (２) (２) ２

環境共生工学

特別演習Ⅶ 

  (２) (２) (２) ２

環境共生工学

特別演習Ⅷ 

  (２) (２) (２) ２

環境共生工学

特別演習Ⅸ 

  (２) (２) (２) ２

環境共生工学

特別演習Ⅹ 

  (２) (２) (２) ２

環境共生工学

特別研究Ⅴ 

  (２) (２) (２) ２

環境共生工学  (２) (２) (２) ２
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特別研究Ⅵ 

環境共生工学

特別研究Ⅶ 

  (２) (２) (２) ２

環境共生工学

特別研究Ⅷ 

  (２) (２) (２) ２

環境共生工学

特別研究Ⅸ 

  (２) (２) (２) ２

環境共生工学

特別研究Ⅹ 

  (２) (２) (２) ２

 共通 実践英語論文

作成法Ⅰ 

  (２) (２)  ２ （ ）は両年次のい

ずれかで履修 

実践英語論文

作成法Ⅱ 

  (２) (２)  ２

 

別表(11) 国際平和学研究科国際平和学専攻専門科目表 

  

専門課

程 
科目区分 科目名 

年次及び単位数 

修了要件 備考 第１年

次 

第２年

次 
計 

修士課

程 

Ｃｏｒｅ Ｃｏｕ

ｒｓｅｓ 

Ｉｎｔｅｒｎａｔ

ｉｏｎａｌ Ｒｅ

ｌａｔｉｏｎｓ 

Ｔｈｅｏｒｙ 

４  ４ ５科目14単

位 

 

Ｐｅａｃｅ ａｎ

ｄ Ｇｌｏｂａｌ 

Ｃｉｔｉｚｅｎｓ

ｈｉｐ 

４  ４ 

Ｓｅｍｉｎａｒ 

Ｉ（Ｒｅｓｅａｒ

 ２ ２ 
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ｃｈ Ｄｅｓｉｇ

ｎ） 

Ｓｅｍｉｎａｒ 

ＩＩ （Ｒｅｓｅ

ａｒｃｈ Ｄｅｖ

ｅｌｏｐｍｅｎ

ｔ） 

 ２ ２ 

Ｓｅｍｉｎａｒ 

ＩＩＩ （Ｍａｓ

ｔｅｒ’ｓ Ｔｈ

ｅｓｉｓ） 

 ２ ２ 

Ｅｌｅ

ｃｔｉ

ｖｅｓ 

Ｉｎｔｅｒ

ｎａｔｉｏ

ｎａｌ Ｒ

ｅｌａｔｉ

ｏｎｓ 

Ｔｈｅｏｒｙ ｏ

ｆ Ｅｕｒｏｐｅ

ａｎ Ｉｎｔｅｇ

ｒａｔｉｏｎ 

(２) (２) ２ Ｅｌｅｃｔ

ｉｖｅｓ９

科目18単位

（但しＩｎ

ｔｅｒｎａ

ｔｉｏｎａ

ｌ Ｒｅｌ

ａｔｉｏｎ

ｓとＰｅａ

ｃｅ Ｓｔ

ｕｄｉｅｓ

からそれぞ

れ３科目６

単位以上を

含むこと）

Ｅｌｅｃｔｉ

ｖｅｓ（ ）は

両年次のいず

れかで履修 

Ｉｎｔｅｒｎａｔ

ｉｏｎａｌ Ｈｉ

ｓｔｏｒｙ ｏｆ 

Ｉｍｐｅｒｉａｌ

ｉｓｍ 

(２) (２) ２ 

Ｒｅｇｉｏｎ ａ

ｎｄ Ｉｎｓｔｉ

ｔｕｔｉｏｎ Ｂ

ｕｉｌｄｉｎｇ 

ｉｎ ｔｈｅ Ａ

ｓｉａ Ｐａｃｉ

ｆｉｃ 

(２) (２) ２ 

Ｉｎｔｅｒｎａｔ

ｉｏｎａｌ Ｐｏ

(２) (２)  
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ｌｉｔｉｃａｌ 

Ｅｃｏｎｏｍｙ 

Ｐｕｂｌｉｃ Ｐ

ｏｌｉｃｙ ｆｏ

ｒ Ｇｌｏｂａｌ

－Ｒｅｇｉｏｎａ

ｌ Ｄｅｖｅｌｏ

ｐｍｅｎｔ 

(２) (２) ２ 

Ｐｏｌｉｔｉｃａ

ｌ Ｅｃｏｎｏｍ

ｙ ｏｆ Ｉｎｔ

ｅｒｎａｔｉｏｎ

ａｌ Ｔｒａｄｅ 

ａｎｄ Ｆｉｎａ

ｎｃｅ 

(２) (２) ２ 

Ｓｔａｔｅ Ｂｕ

ｉｌｄｉｎｇ ｉ

ｎ Ａｆｒｉｃａ 

(２) (２) ２ 

Ｐｅａｃｅ

Ｓｔｕｄｉ

ｅｓ 

Ｃｉｖｉｌ Ｗａ

ｒ ａｎｄ Ｐｅ

ａｃｅ Ｐｒｏｃ

ｅｓｓｅｓ 

(２) (２) ２ 

Ｅｔｈｎｉｃ Ｃ

ｏｎｆｌｉｃｔ 

ａｎｄ Ｒｅｓｏ

ｌｕｔｉｏｎ 

(２) (２) ２ 

Ｇｌｏｂａｌ Ｊ

ｕｓｔｉｃｅ ａ

ｎｄ Ｐｒａｇｍ

(２) (２) ２ 
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ａｔｉｓｍ 

Ｈｕｍａｎ Ｓｅ

ｃｕｒｉｔｙ ａ

ｎｄ Ｈｕｍａｎ 

Ｒｉｇｈｔｓ 

(２) (２) ２ 

Ｃｒｉｔｉｃａｌ 

Ｒａｃｅ ａｎｄ 

Ｇｅｎｄｅｒ Ｓ

ｔｕｄｉｅｓ 

(２) (２) ２ 

Ｗｏｍｅｎ’ｓ 

Ｓｔｕｄｉｅｓ 

(２) (２) ２ 

Ｐｈｉｌｏｓｏｐ

ｈｙ ａｎｄ Ｈ

ｕｍａｎ Ｒｉｇ

ｈｔｓ 

(２) (２) ２ 

Ｇｌｏｂａｌｉｚ

ａｔｉｏｎ ａｎ

ｄ Ｍｉｇｒａｔ

ｉｏｎ 

(２) (２) ２ 

Ｉｎｔｅｒ

ｎｓｈｉｐ

ｓ 

Ｉｎｔｅｒｎｓｈ

ｉｐ Ｉ 

(２) (２) ２ 

Ｉｎｔｅｒｎｓｈ

ｉｐ ＩＩ 

(２) (２) ２ 

 

別表(12) 法務研究科法務専攻専門科目表 

  

専門課程 科目 授業科目の名称 配当年次
単位数 

備考 
必修 選択 

専門職学法 律 基公法系 憲法Ⅰ（基本的人権） １ ４  16単位必修
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位課程 本 科 目

群 

憲法Ⅱ（憲法総論・統治機

構論） 

１ ２  

憲法演習Ⅰ（判例演習） ２ １  

憲法演習Ⅱ（判例事例演

習） 

２ ２  

憲法演習Ⅲ（事例演習） ３ １  

行政法（行政法全般） ２ ２  

行政法演習Ⅰ（判例演習） ２ ２  

行政法演習Ⅱ（事例演習） ３ ２  

民事系 民法Ⅰ（民法総則） １ ２  37単位必修

民法Ⅱ（物権法・担保物

権法） 

１ ２  

民法Ⅲ（家族法） １ ２  

民法Ⅳ（債権総論） １ ２  

民法Ⅴ（債権各論） １ ２  

民法Ⅵ（法定債権） １ １  

民法演習Ⅰ（民法総則・物

権法・担保物権法・判例演

習） 

２ ３  

民法演習Ⅱ（債権総論・債

権各論・判例演習） 

２ ３  

民法演習Ⅲ（事例演習） ３ ２  

民法演習Ⅳ（事例演習） ３ ２  

民事訴訟法Ⅰ（全体） １ ３  

民事訴訟法Ⅱ（複雑訴訟・

上訴） 

２ １  

民事訴訟法演習Ⅰ（判例

演習） 

２ ２  

民事訴訟法演習Ⅱ（事例 ３ ２  
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演習） 

商事法Ⅰ（会社法） １ ４  

商事法Ⅱ（商法総則・商行

為・有価証券） 

２ １  

商事法演習Ⅰ（判例演習） ２ ２  

商事法演習Ⅱ（事例演習） ３ １  

刑事系 刑法Ⅰ（刑法総論） １ ３  15単位必修

刑法Ⅱ（刑法各論） １ ３  

刑法演習（判例事例演習） ２ ２  

刑事訴訟法Ⅰ １ ２  

刑事訴訟法Ⅱ １ １  

刑事訴訟法演習（判例事

例演習） 

２ ２  

刑事法総合（刑事法総合

演習） 

３ ２  

法律実務基礎科

目群 

法情報調査 １・２  １ 必修４科目

８単位を含

む５科目10

単位以上選

択 

実務法学入門 １  ２ 

要件事実・事実認定Ⅰ ２ ２  

要件事実・事実認定Ⅱ ２・３  ２ 

民事模擬裁判 ３  １ 

刑事模擬裁判 ３  １ 

法曹倫理 ３ ２  

民事訴訟実務の基礎 ３ ２  

刑事訴訟実務の基礎 ３ ２  

公法実務の基礎 ３  ２ 

ローヤリング・クリニッ

ク 

２・３  ２ 

エクスターンシップＡ ２・３  １ 
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エクスターンシップＢ ２・３  ２ 

海外エクスターンシップ １～３  １ 

基礎法学・隣接

科目群 

法哲学 １・２  ２ ２科目４単

位以上選択
外国法の基礎 １～３  ２ 

公共政策論 １～３  ２ 

実務法曹と情報ネットワ

ーク 

１～３  ２ 

展開・先

端 科 目

群 

市 民 社

会と法 

消費者法 ２・３  ２ 14単位以上

選択 宗教法 ２・３  ２ 

メディア法 ２・３  ２ 

警察法 ２・３  ２ 

犯罪被害者と法 ２・３  ２ 

民事執行・保全法 ２・３  ２ 

法制執務入門 ２・３  ２ 

労働法Ⅰ ２・３  ２ 

労働法Ⅱ ２・３  ２ 

環境法Ⅰ ２・３  ２ 

環境法Ⅱ ２・３  ２ 

国 際 社

会と法 

国際社会における平和と

人権 

２・３  ２ 

アジア世界と法 ２・３  ２ 

国際法 ２・３  ２ 

国際私法 ２・３  ２ 

アメリカ法 ２・３  ２ 

中国法 ２・３  ２ 

経 済 社

会と法 

ビジネス法務・国際法務 ２・３  ２ 

知的財産法 ２・３  ２ 

経済法 ２・３  ２ 
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租税法 ２・３  ２ 

保険法 ２・３  ２ 

倒産法Ⅰ ２・３  ２ 

倒産法Ⅱ ２・３  ２ 

全 プ ロ

グ ラ ム

共通 

リサーチペーパー ２・３  ２ 

特殊テーマ講座ＡⅠ ２・３  １ 

特殊テーマ講座ＡⅡ ２・３  １ 

特殊テーマ講座ＡⅢ ２・３  １ 

特殊テーマ講座ＡⅣ ２・３  １ 

特殊テーマ講座ＢⅠ ２・３  ２ 

特殊テーマ講座ＢⅡ ２・３  ２ 

特殊テーマ講座ＢⅢ ２・３  ２ 

特殊テーマ講座ＢⅣ ２・３  ２ 

※備考 

１ 第22条第２項に基づき、本学の理工学研究科が置く次の科目は、理工学研究科との合意に

基づき、本研究科の展開・先端科目群の一つとして扱う。履修年次は、いずれも２・３年次

とする。 

「特別講義 知的財産（２単位）」、「特別研修（２単位）」 

２ 「エクスターンシップＡ」と「エクスターンシップＢ」を併せて履修することはできない。 

３ 「リサーチペーパー」の研究対象は、展開・先端科目群の枠を超えて、自由に設定できる

ものとする。 

４ 「特殊テーマ講座」を、学生は最大４科目まで履修することができる。 

 

別表(13) 教職研究科教職専攻専門科目表 

 

科目区分 授業科目の名称 
配当年

次 

単位数又は時

間数 備考 

必修 選必選択

専 門共 通 科教 育 課学習指導要領と教 ２、３   ２  ○両コースと
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職 学

位 課

程 

目 程 の 編

成 及 び

実 施 に

関 す る

領域 

科カリキュラムの

デザイン 

も各領域から

１科目以上、合

計20単位以上

を修得するこ

と。 

 

カリキュラムマネ

ジメントと校内研

修の推進 

２、３   ２  

個の学びの支援と

学習デザイン 

１、２   ２  

教 科 等

の 実 践

的 な 指

導 方 法

に 関 す

る領域 

教科等の指導開発

研究ＡⅠ（国語、社

会） 

１、２   ２  

教科等の指導開発

研究ＡⅡ（国語、社

会） 

２、３   ２  

教科等の指導開発

研究ＢⅠ（算数、理

科） 

１、２   ２  

教科等の指導開発

研究ＢⅡ（算数、理

科） 

２、３   ２  

教科等の指導開発

研究Ｃ（体育） 

２、３   ２
 

教科等の指導開発

研究Ｄ（生活科、総

合的学習） 

１、２   ２  

教科等の指導開発

研究Ｅ（外国語活

動） 

２、３   ２  

教科等の指導開発

研究Ｆ（道徳） 

２、３   ２  
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総合学習と社会参

加学習論 

１、２   ２  

生 徒 指

導 及 び

教 育 相

談 に 関

す る 領

域 

学校カウンセリン

グの現状と課題 

２、３   ２  

特別支援教育の現

状と課題 

２、３   ２  

生徒指導・いじめ予

防の理論と実践 

２、３   ２  

学 級 経

営 及 び

学 校 経

営 に 関

す る 領

域 

教育行政・学校経営

の現状と課題 

２、３   ２  

特別活動の現状と

課題 

１、２   ２  

学級経営と子ども

同士の関係づくり 

１、２   ２  

児童生徒理解・保護

者理解 

２、３   ２  

学 校 教

育 と 教

員 の 在

り 方 に

関 す る

領域 

世界市民教育を推

進する学校と教員

の役割 

２、３   ２  

教員研修実務研究 ２、３   ２  

教員の服務等と教

育法規 

１、２   ２
 

人間的成長に関す

る理論と実践 

１、２   ２  

分 野 別

科目 

教 育 実

践 総 合

研究 

学習指導の方法研

究Ⅰ 

１、２ ２   人間教育プロ

フェッショナ

ルコースのみ

○人間教育実

践リーダーコ

ース：必修科目

５科目10単位

を含み15単位

学習指導の方法研

究Ⅱ 

１、２ ２    
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学習活動の組織化

とその評価 

１、２   ２  以上を修得す

ること。 

○人間教育プ

ロフェッショ

ナルコース：必

修科目、６科目

12単位を含み

15単位以上を

修得すること。

授業力育成のため

の理論と方法 

１、２   ２  

学校・家庭・地域の

連携とキャリア教

育の推進Ⅰ 

２、３   ２  

学校・家庭・地域の

連携とキャリア教

育の推進Ⅱ 

２、３   ２  

教育実践研究方法

Ⅰ 

１、２   ２  

教育実践研究方法

Ⅱ 

２、３   ２  

ＩＣＴを活用した

教育活動 

１、２   ２  

人 間 教

育 総 合

研究 

人間教育実践分析

研究 

１ ２   人間教育実践

リーダーコー

ス２科目４単

位必修 

人間教育実践分析

課題研究 

１ ２   

人間教育事例分析

研究 

２、３ ２   人間教育プロ

フェッショナ

ルコース２科

目４単位必修

人間教育事例分析

課題研究 

２、３ ２   

総 合 研

究 教 育

開発 

教職課題研究Ⅰ ２、３ ２   両コース共２

科目４単位必

修 

教職課題研究Ⅱ ２、３ ２   

教 育 課

題 実 地

教育課題実地研究

（国内） 

２、３   ２  
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総 合 研

究 

教育課題実地研究

（国外） 

２、３   ２

実 習 科

目 

学 校 等

に お け

る実習 

実習研究Ⅰ １、２ ７   人間教育プロ

フェッショナ

ルコース10単

位必修 

○人間教育実

践リーダーコ

ース：「学校等

における実習」

を７単位免除

の者は「実習研

究Ⅲ」３単位を

１年次に修得

すること。 

実習研究Ⅱ １、２ ３   

実習研究Ⅲ １ ３   人間教育実践

リーダーコー

スのみ 

 

別表(14) 

１．博士課程及び修士課程 

(１) 検定料 

  

項目 
博士前期課程及び修士

課程 
博士後期課程 

学内選考検定料 33,000 

入学試験検定料 33,000 33,000

進学選考試験検定料  33,000

（単位：円）

(２) 入学金 

  

項目 

博士前期課程及び修

士課程（国際平和学研

究科を除く） 

国際平和学研

究科 
博士後期課程 

入学金 200,000 246,000 200,000

（単位：円）
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備考 １ 本学学部卒業者、本学別科修了者及び本学通信教育部の卒業生及び本学情報システム

先端技術講座修了生の博士前期課程及び修士課程（国際平和学研究科を除く）の入学金

は、100,000円、国際平和学研究科の入学金は、123,000円とする。 

２ 本学博士前期課程及び修士課程修了者の博士後期課程の入学金は免除する。 

(３) 授業料その他の学費 

  

経済・法・文学研究科（教育学専攻臨床心理学専修を除く）平成30年度以降生） 

項目 
博士前期課程及び修士課程 博士後期課程 

備考 
春セメスター 秋セメスター 春セメスター 秋セメスター

授業料 230,000 230,000 175,000 175,000休学中は免除 

在籍料 30,000 30,000 30,000 30,000休学中も徴収 

教育充実費 50,000 50,000 50,000 50,000休学中は免除 

文学研究科教育学専攻臨床心理学専修平成30年度以降生 

項目 
博士前期課程 

備考 
春セメスター 秋セメスター 

授業料 230,000 230,000休学中は免除 

在籍料 30,000 30,000休学中も徴収 

教育充実費 50,000 50,000休学中は免除 

実習費 50,000 50,000休学中は免除 

理工学研究科平成30年度以降生 

項目 
博士前期課程 博士後期課程 

備考 
春セメスター 秋セメスター 春セメスター 秋セメスター

授業料 275,000 275,000 220,000 220,000休学中は免除 

在籍料 30,000 30,000 30,000 30,000休学中も徴収 

教育充実費 75,000 75,000 75,000 75,000休学中は免除 

実習費 50,000 50,000 60,000 60,000休学中は免除 

（単位：円）

※授業料その他の学費は、願い出た者について、延納を許可することがある。 

※在学セメスター数が標準修業セメスターを超えた場合は、教育充実費を免除する。 
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経済・法・文学研究科（教育学専攻臨床心理学専修を除く）平成29年度以前生 

項目 
博士前期課程及び修士課程 博士後期課程 

備考 
春セメスター 秋セメスター 春セメスター 秋セメスター

授業料 250,000 250,000 200,000 200,000休学中は、年額50,000（半

期25,000） 

施設設備費 50,000 50,000 50,000 50,000休学中は免除 

保健費 4,000 4,000 4,000 4,000休学中は免除 

文学研究科教育学専攻臨床心理学専修平成29年度以前生 

項目 
博士前期課程 

備考 
春セメスター 秋セメスター 

授業料 250,000 250,000休学中は、年額50,000（半期25,000） 

施設設備費 50,000 50,000休学中は免除 

実験実習費 50,000 50,000休学中は免除 

保健費 4,000 4,000休学中は免除 

工学研究科平成29年度以前生 

項目 
博士前期課程 博士後期課程 

備考 
春セメスター 秋セメスター 春セメスター 秋セメスター

授業料 300,000 300,000 250,000 250,000休学中は、年額50,000（半

期25,000） 

施設設備費 72,500 72,500 72,500 72,500休学中は免除 

実験実習費 50,000 50,000 60,000 60,000休学中は免除 

保健費 4,000 4,000 4,000 4,000休学中は免除 

  

国際平和学研究科 

項目 
修士課程 

備考 
春セメスター 秋セメスター 

授業料 250,000 250,000休学中は、年額50,000（半期25,000） 

施設設備費 50,000 50,000休学中は免除 
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保健費 4,000 4,000休学中は免除 

（単位：円）

※授業料その他の学費は、願い出た者について、延納を許可することがある。 

※在学セメスター数が標準修業セメスターを超えた場合は、施設設備費を免除する。 

２．法務研究科 

(１) 検定料 

  

 検定料 備考 

 

入学試験 33,000

同一年度内に納付する検定料は、入学試験の種類及び受験

回数にかかわらず、１回分のみで足りるものとする。 

（単位：円）

(２) 入学金 

  

項目 入学時のみ 備考 

入学金 200,000ただし、本学の学部卒業者、大学院・別科修了者、通信教育部

卒業者及び創価女子短期大学卒業者は100,000。 

（単位：円）

(３) 授業料その他の学費 

  

平成30年度以降生 

項目 標準修業年限期間 標準修業年限期間を超過した場合 備考 

授業料（半期） 480,000履修数１～４単位 96,000休学中は免除 

５～10単位 240,000

11単位以上 480,000

在籍料（半期） 30,000 30,000休学中も徴収 

教育充実費（半期） 100,000 50,000休学中は免除 

（単位：円）

  

平成29年度以前生 

-140-



 

項目 標準修業年限期間 標準修業年限期間を超過した場合 備考 

授業料（半期） 500,000履修数１～４単位 100,000休学中は25,000 

５～10単位 250,000

11単位以上 500,000

施設設備費（半期） 100,000 50,000休学中は免除 

保健費（半期） 4,000 4,000休学中は免除 

（単位：円）

 

３．教職研究科 

(１) 検定料 

  

 検定料 備考 

入学試験 33,000 

（単位：円）

(２) 入学金、授業料等 

  

平成30年度以降生 

項目 １年次 ２年次 ３年次 備考 

入学金 200,000  ただし、本学の学部

卒業者、大学院・別

科修了者、通信教育

部卒業者及び創価

女子短期大学卒業

者は100,000。 

授業料 610,000 610,000 610,000休学中は免除 

※３年制コースの

１年次の授業料

は 

350,000
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在籍料 60,000 60,000 60,000休学中も徴収 

教育充実費 100,000 100,000 100,000休学中は免除 

（単位：円）

  

平成29年度以前生 

項目 １年次 ２年次 ３年次 備考 

授業料 650,000 650,000 650,000休 学 中 は 、 年 額

50,000（半期 ※３年制コースの

１年次の授業料

は 

 399,000 25,000） 

施設設備費 100,000 100,000 100,000休学中は免除 

保健費 8,000 8,000 8,000休学中は免除 

（単位：円）

別表(15) 

１．博士課程、修士課程、又は専門職学位課程 

(１) 科目等履修生納付金 

  

項目 納付金額 

選考料 10,000円

登録料 20,000円

科目等履修費（１単位） 15,000円

備考 本学卒業者・別科修了者及び年度を継続して科目等履修生となる者、及び八王子学園都市

大学受講生は登録料を免除する。 

(２) 研究生納付金 

  

項目 経済・法・文学研究科 理工学研究科 

選考料 10,000円 10,000円

登録料 70,000円 70,000円
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研究料（月額） 22,000円 36,000円

備考 本学博士前期課程又は修士課程修了者及び年度を継続して研究生となる者は登録料を免除

する。 

(３) 特別聴講生納付金 

  

項目 納付金額 

聴講料（１科目） 2,000円

 

(４) 大学院特別履修生納付金 

  

項目 納付金額 

登録料 2,000円

備考 実験実習科目の履修については、実験実習費を別途徴収することがある。 
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研究科委員会規程 

本学大学院学則内に研究科委員会に関する条文が以下の通り定められている。

＜大学院学則抜書き＞

（ 研究科委員会）

第50条 大学院に研究科委員会を置く 。

２  経済学研究科、 法学研究科、 文学研究科、 工学研究科及び国際平和学研究科の研究科

委員会は、 研究科長及び当該研究科の授業を担当する教授及び准教授をもって構成し、 必

要と認めたときは講師を出席させることができる。

３ 法務研究科及び教職研究科の研究科委員会は研究科長及び当該研究科の専任の教授、

准教授、 講師及び助教をもって構成する。

４ 研究科委員会は、 学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるも

のとする。

(１ ) 学生の入学、 課程の修了に関する事項

(２ ) 学位の授与に関する事項

(３ ) 教育課程の編成に関する事項

(４ ) 教員の教育研究業績の審査に関する事項

５ 研究科委員会は、 前項のほか、 次に掲げる、 学長及び研究科長（ 以下「 学長等」 とい

う。） がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、 及び学長等の求めに応じて、

意見を述べることができる。

(１ ) 自己点検・ 評価、 その他研究科の評価に関する事項

(２ ) Ｆ Ｄ（ ファカルティ ・ ディ ベロップメント ） に関する事項

(３ ) 学位論文の審査及び最終試験に関する事項

(４ ) 研究科の授業及び指導並びに試験に関する事項

(５ ) 研究科科目等履修生及び研究生に関する事項

(６ ) 学生の厚生補導に関する事項

(７ ) 学生の賞罰に関する事項

(８ ) 学長の諮問事項

(９ ) その他当該研究科に関する事項

６ 研究科委員会は、 前２項に掲げる事項を企画、 立案、 実施するために適宜委員会を設

けることができる。
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（ 招集）

第51条 大学院委員会は学長が招集し、 その議長となる。 ただし、 学長に支障のあると

きは、 学長があらかじめ指名する者がその職務を代行する。

２ 研究科委員会は、 研究科長が招集し、 その議長となる。 ただし、 研究科長に支障のあ

るときは、 研究科長があらかじめ指名する教授がその職務を代行する。

（ 成立）

第52条 大学院委員会及び研究科委員会は、 いずれも構成員の半数以上の出席をもって

成立する。 ただし、 大学院運営及び教員の教育研究業績の審査に関する重要事項について

は、 構成員の３分の２以上の出席をもって成立するものとする。

２ 外国出張中の者、 休職中の者及び病気その他の事由により、 引き続き３カ月以上欠勤

中の者は、 大学院委員会及び研究科委員会の構成員に算入しない。

（ 議決）

第53条 大学院委員会及び研究科委員会の議決は、 出席構成員の過半数によるものと

し、 可否同数のときは議長がこれを決する。
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